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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学フィルムと、粘着剤層と、金属層とをこの順に含み、
　前記金属層は、金属配線層であるとともに、銅、銀、鉄、スズ、亜鉛、ニッケル、モリ
ブデン、クロム、タングステン、鉛及びこれらから選択される２種以上の金属を含む合金
からなる群より選択される１種以上を含み、
　前記粘着剤層は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）、シ
ラン化合物（Ｃ）、及び下記式（I）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（I）
（式（I）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物（Ｄ）を含む粘着剤組成物から構成される光学積層体。
【請求項２】
　前記粘着剤組成物は、前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、前記
イソシアネート系架橋剤（Ｂ）を０．０１～２．５重量部、前記シラン化合物（Ｃ）を０
．０１～１０重量部、及び前記イオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する、請求
項１に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記金属配線層は、線幅が１０μｍ以下である、請求項１または請求項２に記載の光学
積層体。
【請求項４】



(2) JP 6170202 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

　前記無機カチオンは、アルカリ金属イオン又はアルカリ土類金属イオンである、請求項
１～請求項３のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項５】
　前記アルカリ金属イオンは、リチウムカチオン、カリウムカチオン又はナトリウムカチ
オンである、請求項４に記載の光学積層体。
【請求項６】
　前記アルカリ金属イオンは、カリウムカチオンである、請求項４に記載の光学積層体。
【請求項７】
　前記フッ素原子含有アニオンは、下記式（II）：
　［Ｙ（ＳＯ2ＣmＦ2m+1）n］

－　　　（II）
（式（II）中、Ｙは炭素原子又は窒素原子を表し、Ｙが炭素原子であるときｎは３であり
、Ｙが窒素原子であるときｎは２であり、ｍは０～１０の整数を表す。）
で表されるフッ素原子含有アニオンである、請求項１～請求項６のいずれか１項に記載の
光学積層体。 
【請求項８】
　前記フッ素原子含有アニオンは、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン又はビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミドアニオンである、請求項１～請求項７のいずれ
か１項に記載の光学積層体。
【請求項９】
　前記フッ素原子含有アニオンは、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオンである、
請求項１～請求項８のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１０】
　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ホモポリマーのガラス転移温度が０℃未満であ
るアルキルアクリレート（ａ１）由来の構成単位、及びホモポリマーのガラス転移温度が
０℃以上であるアルキルアクリレート（ａ２）由来の構成単位を含有する、請求項１～請
求項９のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１１】
　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、前記アルキルアクリレート（ａ２）由来の構成
単位の含有量が、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）を構成する全構成単位１００重量部中、
１０重量部以上である、請求項１０に記載の光学積層体。
【請求項１２】
　前記アルキルアクリレート（ａ２）は、メチルアクリレートを含む、請求項１０又は請
求項１１に記載の光学積層体。
【請求項１３】
　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ヒドロキシル基を有する単量体由来の構成単位
を含有する、請求項１～請求項１２のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１４】
　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、カルボキシル基を有する単量体由来の構成単位
を実質的に含まない、請求項１～請求項１３のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１５】
　前記粘着剤組成物は、トリアゾール系化合物、チアゾール系化合物、イミダゾール系化
合物、イミダゾリン系化合物、キノリン系化合物、ピリジン系化合物、ピリミジン系化合
物、インドール系化合物、アミン系化合物、ウレア系化合物、ナトリウムベンゾエート、
ベンジルメルカプト系化合物、ジ－ｓｅｃ－ブチルスルフィド、及びジフェニルスルホキ
サイドからなる群より選択される防錆剤を実質的に含まない、請求項１～請求項１４のい
ずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１６】
　前記金属層は、スパッタリングにより形成された層である、請求項１～請求項１５のい
ずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項１７】
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　前記金属層は、厚みが３μｍ以下である、請求項１～請求項１６のいずれか１項に記載
の光学積層体。
【請求項１８】
　請求項１～請求項１７のいずれか１項に記載の光学積層体を含む、液晶表示装置。
【請求項１９】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）
を０．０１～２．５重量部、シラン化合物（Ｃ）を０．０１～１０重量部、及び下記式（
Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
（式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する、金属層上に積層される粘
着剤層の形成に用いられる、粘着剤組成物であり、
　前記金属層は金属配線層であるとともに、銅、銀、鉄、スズ、亜鉛、ニッケル、モリブ
デン、クロム、タングステン、鉛及びこれらから選択される２種以上の金属を含む合金か
らなる群より選択される１種以上を含む、粘着剤組成物。
【請求項２０】
　光学フィルムと、当該光学フィルムの少なくとも一方の面上に積層される粘着剤層とを
含み、前記粘着剤層を介して金属層上に貼合するための粘着剤層付光学フィルムであり、
　前記金属層は、金属配線層であるとともに、銅、銀、鉄、スズ、亜鉛、ニッケル、モリ
ブデン、クロム、タングステン、鉛及びこれらから選択される２種以上の金属を含む合金
からなる群より選択される１種以上を含み、
　前記粘着剤層は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、イソシアネー
ト系架橋剤（Ｂ）を０．０１～２．５重量部、シラン化合物（Ｃ）を０．０１～１０重量
部、及び下記式（Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
（式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する粘着剤組成物から形成され
る、粘着剤層付光学フィルム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置等の画像表示装置を構成する光学積層体、及びそれを含む液晶
表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　偏光子の片面又は両面に透明樹脂フィルムを積層貼合してなる偏光板に代表される光学
フィルムは、液晶表示装置等の画像表示装置を構成する光学部材として広く用いられてい
る。偏光板のような光学フィルムは、粘着剤層を介して他の部材（例えば液晶表示装置に
おける液晶セル等）に貼合して用いられることが多い〔例えば、特開２０１０－２２９３
２１号公報（特許文献１）参照〕。このため光学フィルムとして、その一方の面に予め粘
着剤層が設けられた粘着剤層付光学フィルムが知られている。また、帯電防止性を付与す
るべく、粘着剤層にイオン性化合物を含有させたものも知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－２２９３２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年、液晶表示装置は、スマートフォンやタブレット型端末、車載用カーナビゲーショ
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ンシステムに代表されるタッチパネル機能を有するモバイル機器用途に展開されている。
このようなタッチ入力式液晶表示装置において粘着剤層付光学フィルムは、その粘着剤層
が例えば金属配線から構成される金属層に、例えば樹脂層を介して、又は直接接触するよ
うに配置されることもある。しかしながら、金属材料からなる金属層とイオン性化合物を
含有する粘着剤層とを組み合わせた構成においては、高温高湿環境下において金属層が腐
食することがあった。腐食の中でも孔食は、金属層の厚みが薄い場合や、金属層が金属配
線であるときにその線幅が狭い場合は、金属層が貫通してしまうため、特に問題になる。
【０００５】
　本発明は、金属配線層のような金属層上に粘着剤層付光学フィルムが積層されている光
学積層体であって、金属層の腐食を抑制することができる光学積層体、及びこれを含む液
晶表示装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下に示す光学積層体、及びこれを含む液晶表示装置、並びに粘着剤組成物
を提供する。
【０００７】
　［１］　光学フィルムと、粘着剤層と、金属層とをこの順に含み、
　前記粘着剤層は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）、シ
ラン化合物（Ｃ）、及び下記式（Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
（式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物（Ｄ）を含む粘着剤組成物から構成され、
　前記粘着剤組成物は、前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、前記
イソシアネート系架橋剤（Ｂ）を０．０１～２．５重量部、前記シラン化合物（Ｃ）を０
．０１～１０重量部、及び前記イオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する、光学
積層体。
【０００８】
　［２］　前記無機カチオンは、アルカリ金属カチオン又はアルカリ土類金属カチオンで
ある、［１］に記載の光学積層体。
【０００９】
　［３］　前記アルカリ金属カチオンは、リチウムカチオン〔Ｌｉ+〕、カリウムカチオ
ン〔Ｋ+〕又はナトリウムカチオン〔Ｎａ+〕である、［１］又は［２］に記載の光学積層
体。
【００１０】
　［４］　前記アルカリ金属カチオンは、カリウムカチオン〔Ｋ+〕である、［１］又は
［２］に記載の光学積層体。
【００１１】
　［５］　前記フッ素原子含有アニオンは、下記式（II）：
　［Ｙ（ＳＯ2ＣmＦ2m+1）n］

－　　　（II）
（式（II）中、Ｙは炭素原子又は窒素原子を表し、Ｙが炭素原子であるときｎは３であり
、Ｙが窒素原子であるときｎは２であり、ｍは０～１０の整数を表す。）
で表されるフッ素原子含有アニオンである、［１］～［４］のいずれかに記載の光学積層
体。
【００１２】
　［６］　前記フッ素原子含有アニオンは、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン
〔（ＦＳＯ2）2Ｎ

-〕又はビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドアニオン〔（Ｃ
Ｆ3ＳＯ2）2Ｎ

-〕である、［１］～［５］のいずれかに記載の光学積層体。
【００１３】
　［７］　前記フッ素原子含有アニオンは、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン
〔（ＦＳＯ2）2Ｎ

-〕である、［１］～［５］のいずれかに記載の光学積層体。
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【００１４】
　［８］　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ホモポリマーのガラス転移温度が０℃
未満であるアルキルアクリレート（ａ１）由来の構成単位、及びホモポリマーのガラス転
移温度が０℃以上であるアルキルアクリレート（ａ２）由来の構成単位を含有する、［１
］～［７］のいずれかに記載の光学積層体。
【００１５】
　［９］　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、前記アルキルアクリレート（ａ２）由
来の構成単位の含有量が、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）を構成する全構成単位１００重
量部中、１０重量部以上である、［８］に記載の光学積層体。
【００１６】
　［１０］　前記アルキルアクリレート（ａ２）は、メチルアクリレートを含む、［８］
又は［９］に記載の光学積層体。
【００１７】
　［１１］　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ヒドロキシル基を有する単量体由来
の構成単位を含有する、［１］～［１０］のいずれかに記載の光学積層体。
【００１８】
　［１２］　前記（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、カルボキシル基を有する単量体由来
の構成単位を実質的に含まない、［１］～［１１］のいずれかに記載の光学積層体。
【００１９】
　［１３］　前記粘着剤組成物は、トリアゾール系化合物、チアゾール系化合物、イミダ
ゾール系化合物、イミダゾリン系化合物、キノリン系化合物、ピリジン系化合物、ピリミ
ジン系化合物、インドール系化合物、アミン系化合物、ウレア系化合物、ナトリウムベン
ゾエート、ベンジルメルカプト系化合物、ジ－ｓｅｃ－ブチルスルフィド、及びジフェニ
ルスルホキサイドからなる群より選択される防錆剤を実質的に含まない、［１］～［１２
］のいずれかに記載の光学積層体。
【００２０】
　［１４］　前記金属層は、アルミニウム、銅、銀、鉄、スズ、亜鉛、ニッケル、モリブ
デン、クロム、タングステン、鉛及びこれらから選択される２種以上の金属を含む合金か
らなる群より選択される１種以上を含む、［１］～［１３］のいずれかに記載の光学積層
体。
【００２１】
　［１５］　前記金属層は、アルミニウム元素を含む、［１］～［１４］のいずれかに記
載の光学積層体。
【００２２】
　［１６］　前記金属層は、スパッタリングにより形成された層である、［１］～［１５
］のいずれかに記載の光学積層体。
【００２３】
　［１７］　前記金属層は、厚みが３μｍ以下である、［１］～［１６］のいずれかに記
載の光学積層体。
【００２４】
　［１８］　［１］～［１７］のいずれかに記載の光学積層体を含む、液晶表示装置。
　［１９］　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、イソシアネート系架
橋剤（Ｂ）を０．０１～２．５重量部、シラン化合物（Ｃ）を０．０１～１０重量部、及
び下記式（Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
（式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する、金属層上に積層される粘
着剤層の形成に用いられる、粘着剤組成物。
【発明の効果】
【００２５】
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　本発明によれば、金属層の腐食を抑制することができる光学積層体、及びこれを含む液
晶表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明に係る光学積層体の一例を示す概略断面図である。
【図２】偏光板の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図３】偏光板の層構成の他の一例を示す概略断面図である。
【図４】光学積層体の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図５】光学積層体の層構成の他の一例を示す概略断面図である。
【図６】光学積層体の層構成の他の一例を示す概略断面図である。
【図７】光学積層体の層構成の他の一例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　＜光学積層体＞
　図１は、本発明に係る光学積層体の一例を示す概略断面図である。図１に示されるよう
に本発明に係る光学積層体は、光学フィルム１０と、粘着剤層２０と、金属層３０とをこ
の順に含み、基板４０をさらに含んでいてもよい。この光学積層体は、基板４０上に形成
される金属層３０の上に、光学フィルム１０と、その少なくとも一方の面上に積層される
粘着剤層２０とを含む粘着剤層付光学フィルム１をその粘着剤層２０を介して貼合したも
のであることができる。
【００２８】
　粘着剤層２０は通常、光学フィルム１０の表面に直接積層される。また通常、粘着剤層
付光学フィルム１は、その粘着剤層２０が金属層３０に直接接するように金属層３０上に
積層される。本発明によれば、かかる光学積層体において、金属層３０の腐食を効果的に
抑制することができる。以下、金属層３０の腐食を抑制することができる性質を「耐金属
腐食性」ともいう。
【００２９】
　光学フィルム１０は、単層構造の光学フィルムであってもよいし多層構造の光学フィル
ムであってもよい。粘着剤層２０は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）、イソシアネート系
架橋剤（Ｂ）、シラン化合物（Ｃ）、及びイオン性化合物（Ｄ）を含む粘着剤組成物から
構成される。この粘着剤組成物は、さらに他の成分を含有していてもよい。本明細書にお
いて「（メタ）アクリル」は、アクリル及びメタクリルからなる群より選択される少なく
とも一方を意味する。「（メタ）アクリレート」や「（メタ）アクリロイル」などについ
ても同様である。
【００３０】
　〔１〕光学フィルム
　本発明に係る光学積層体が備える光学フィルム１０は、粘着剤層付光学フィルム１を構
成する光学部材であり、液晶表示装置等の画像表示装置に組み込まれ得る各種の光学フィ
ルム（光学特性を有するフィルム）であることができる。光学フィルム１０は、単層構造
の光学フィルムであってもよいし多層構造の光学フィルムであってもよい。単層構造の光
学フィルムの具体例は、偏光子のほか、位相差フィルム、輝度向上フィルム、防眩フィル
ム、反射防止フィルム、拡散フィルム、集光フィルム等の光学機能性フィルムを含む。多
層構造の光学フィルムの具体例は、偏光板、位相差板を含む。本明細書において偏光板と
は、偏光子の少なくとも一方の面に樹脂フィルム又は樹脂層が積層されたものをいう。位
相差板とは、位相差フィルムの少なくとも一方の面に樹脂フィルム又は樹脂層が積層され
たものをいう。光学フィルム１０は、好ましくは偏光板、偏光子、位相差板又は位相差フ
ィルムであり、より好ましくは偏光板又は偏光子である。
【００３１】
　〔１－１〕偏光板
　図２及び図３は、偏光板の層構成の例を示す概略断面図である。図２に示される偏光板
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１０ａは、偏光子２の一方の面に第１樹脂フィルム３が積層貼合された片面保護偏光板で
あり、図３に示される偏光板１０ｂは、偏光子２の他方の面に第２樹脂フィルム４がさら
に積層貼合された両面保護偏光板である。第１，第２樹脂フィルム３，４は、図示しない
接着剤層や粘着剤層を介して偏光子２に貼合することができる。偏光板１０ａ，１０ｂは
、第１，第２樹脂フィルム３，４以外の他のフィルムや層を含んでいてもよい。
【００３２】
　図２及び図３に示される偏光板１０ａ，１０ｂを光学フィルム１０として用いた場合の
光学積層体の層構成の例をそれぞれ図４及び図５に示す。図４に示される光学積層体５は
、図２に示される偏光板１０ａを光学フィルム１０として用いた例であり、図５に示され
る光学積層体６は、図３に示される偏光板１０ｂを光学フィルム１０として用いた例であ
る。
【００３３】
　偏光子２は、その吸収軸に平行な振動面をもつ直線偏光を吸収し、吸収軸に直交する（
透過軸と平行な）振動面をもつ直線偏光を透過する性質を有するフィルムであり、例えば
、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させたフィルムを用いる
ことができる。二色性色素としては、ヨウ素や二色性有機染料が用いられる。
【００３４】
　ポリビニルアルコール系樹脂は、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化することにより得るこ
とができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビ
ニルのほか、酢酸ビニルと共重合可能な単量体と酢酸ビニルとの共重合体等が挙げられる
。酢酸ビニルと共重合可能な単量体としては、不飽和カルボン酸、オレフィン、ビニルエ
ーテル、不飽和スルホン酸、アンモニウム基を有する（メタ）アクリルアミド等が挙げら
れる。
【００３５】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５～１００モル％、好ましくは９８
モル％以上である。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、アル
デヒド類で変性されたポリビニルホルマール又はポリビニルアセタール等を用いることも
できる。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、通常１０００～１００００、好ま
しくは１５００～５０００である。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、ＪＩＳ
　Ｋ　６７２６に準拠して求めることができる。
【００３６】
　通常、ポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものを偏光子２の原反フィルムとして用
いる。ポリビニルアルコール系樹脂は、公知の方法で製膜することができる。原反フィル
ムの厚みは、通常１～１５０μｍであり、延伸のしやすさなども考慮すれば、好ましくは
１０μｍ以上である。
【００３７】
　偏光子２は、例えば、原反フィルムに対して、一軸延伸する工程、二色性色素でフィル
ムを染色してその二色性色素を吸着させる工程、ホウ酸水溶液でフィルムを処理する工程
、及び、フィルムを水洗する工程が施され、最後に乾燥されて製造される。偏光子２の厚
みは、通常１～３０μｍであり、粘着剤層付光学フィルム１の薄膜化の観点から、好まし
くは２０μｍ以下、より好ましくは１５μｍ以下、さらに好ましくは１０μｍ以下である
。
【００３８】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させてなる偏光子２は、
１）原反フィルムとしてポリビニルアルコール系樹脂フィルムの単独フィルムを用い、こ
のフィルムに対して一軸延伸処理及び二色性色素の染色処理を施す方法のほか、２）基材
フィルムにポリビニルアルコール系樹脂を含有する塗工液（水溶液等）を塗工、乾燥させ
てポリビニルアルコール系樹脂層を有する基材フィルムを得た後、これを基材フィルムご
と一軸延伸し、延伸後のポリビニルアルコール系樹脂層に対して二色性色素の染色処理を
施し、次いで基材フィルムを剥離除去する方法によっても得ることができる。基材フィル
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ムとしては、後述する第１，第２樹脂フィルム３，４を構成し得る熱可塑性樹脂と同様の
熱可塑性樹脂からなるフィルムを用いることができ、好ましくは、ポリエチレンテレフタ
レート等のポリエステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、トリアセチルセルロース等の
セルロース系樹脂、ノルボルネン系樹脂等の環状ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系
樹脂などからなるフィルムである。上記２）の方法によれば、薄膜の偏光子２の作製が容
易となり、例えば厚み７μｍ以下の偏光子２の作製も容易となる。
【００３９】
　第１，第２樹脂フィルム３，４はそれぞれ独立して、透光性を有する、好ましくは光学
的に透明な熱可塑性樹脂、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン系樹脂、ポ
リプロピレン系樹脂等）、環状ポリオレフィン系樹脂（ノルボルネン系樹脂等）のような
ポリオレフィン系樹脂；セルロース系樹脂（セルロースエステル系樹脂等）；ポリエステ
ル系樹脂（ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレ
フタレート等）；ポリカーボネート系樹脂；（メタ）アクリル系樹脂；ポリスチレン系樹
脂；ポリエーテルエーテルケトン系樹脂；ポリスルホン系樹脂、又はこれらの混合物、共
重合物等からなるフィルムであることができる。中でも、第１，第２樹脂フィルム３，４
はそれぞれ、環状ポリオレフィン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、セルロース系樹脂、
ポリエステル系樹脂、及び（メタ）アクリル系樹脂からなる群より選択される樹脂で構成
されることが好ましく、セルロース系樹脂及び環状ポリオレフィン系樹脂からなる群より
選択される樹脂で構成されることがより好ましい。
【００４０】
　鎖状ポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂等の鎖状
オレフィンの単独重合体のほか、２種以上の鎖状オレフィンからなる共重合体を挙げるこ
とができる。
【００４１】
　環状ポリオレフィン系樹脂は、ノルボルネンやテトラシクロドデセン（別名：ジメタノ
オクタヒドロナフタレン）又はそれらの誘導体を代表例とする環状オレフィンを重合単位
として含む樹脂の総称である。環状ポリオレフィン系樹脂の具体例を挙げれば、環状オレ
フィンの開環（共）重合体及びその水素添加物、環状オレフィンの付加重合体、環状オレ
フィンとエチレン、プロピレンのような鎖状オレフィン又はビニル基を有する芳香族化合
物との共重合体、並びにこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性した変性（共）重
合体等である。中でも、環状オレフィンとしてノルボルネンや多環ノルボルネン系単量体
等のノルボルネン系単量体を用いたノルボルネン系樹脂が好ましく用いられる。
【００４２】
　セルロース系樹脂は、好ましくはセルロースエステル系樹脂、すなわち、セルロースの
部分又は完全エステル化物等であり、例えば、セルロースの酢酸エステル、プロピオン酸
エステル、酪酸エステル、それらの混合エステル等が挙げられる。中でも、トリアセチル
セルロース、ジアセチルセルロース、セルロースアセテートプロピオネート、セルロース
アセテートブチレート等が好ましく用いられる。
【００４３】
　ポリエステル系樹脂は、エステル結合を有する、上記セルロースエステル系樹脂以外の
樹脂であり、多価カルボン酸又はその誘導体と多価アルコールとの重縮合体からなるもの
が一般的である。ポリエステル系樹脂の具体例は、ポリエチレンテレフタレート、ポリブ
チレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリト
リメチレンテレフタレート、ポリトリメチレンナフタレート、ポリシクロへキサンジメチ
ルテレフタレート、ポリシクロヘキサンジメチルナフタレートを含む。
【００４４】
　ポリカーボネート系樹脂は、炭酸とグリコール又はビスフェノールから形成されるポリ
エステルである。中でも、分子鎖にジフェニルアルカンを有する芳香族ポリカーボネート
は、耐熱性、耐候性及び耐酸性の観点から好ましく使用される。ポリカーボネートとして
、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（別名ビスフェノールＡ）、２，２
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－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シ
クロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）イソブタン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）エタンのようなビスフェノールから誘導されるポリカーボネート
が例示される。
【００４５】
　第１，第２樹脂フィルム３，４を構成し得る（メタ）アクリル系樹脂は、メタクリル酸
エステル由来の構成単位を主体とする（例えばこれを５０重量％以上含む）重合体である
ことができ、これに他の共重合成分が共重合されている共重合体であることが好ましい。
（メタ）アクリル系樹脂は、メタクリル酸エステル由来の構成単位を２種以上含んでいて
もよい。メタクリル酸エステルとしては、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート
、ブチルメタクリレート等のメタクリル酸のＣ1～Ｃ4アルキルエステルが挙げられる。
【００４６】
　メタクリル酸エステルと共重合し得る共重合成分としては、アクリル酸エステルが挙げ
られる。アクリル酸エステルは、好ましくは、メチルアクリレート、エチルアクリレート
、ブチルアクリレート、２－エチルへキシルアクリレート等のアクリル酸のＣ1～Ｃ8アル
キルエステルである。他の共重合成分の具体例は、（メタ）アクリル酸等の不飽和酸類；
スチレン、ハロゲン化スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン等の芳香族ビニル
化合物；（メタ）アクリロニトリル等のビニルシアン化合物；無水マレイン酸、無水シト
ラコン酸等の不飽和酸無水物；フェニルマレイミド、シクロヘキシルマレイミド等の不飽
和イミドなどの、分子内に重合性炭素－炭素二重結合を１個有する、アクリル酸エステル
以外の化合物を挙げることができる。分子内に重合性炭素－炭素二重結合を２個以上有す
る化合物を共重合成分として用いてもよい。共重合成分は、１種のみを用いてもよいし２
種以上を併用してもよい。
【００４７】
　（メタ）アクリル樹脂は、フィルムの耐久性を高め得る点で、高分子主鎖に環構造を有
していてもよい。環構造は、環状酸無水物構造、環状イミド構造、ラクトン環構造等の複
素環構造が好ましい。環状酸無水物構造の具体例としては、無水グルタル酸構造、無水コ
ハク酸構造が、環状イミド構造の具体例としては、グルタルイミド構造、コハクイミド構
造が、ラクトン環構造の具体例としては、ブチロラクトン環構造、バレロラクトン環構造
が、それぞれ挙げられる。
【００４８】
　（メタ）アクリル系樹脂は、フィルムへの製膜性やフィルムの耐衝撃性等の観点から、
アクリル系ゴム粒子を含有していてもよい。アクリル系ゴム粒子とは、アクリル酸エステ
ルを主体とする弾性重合体を必須成分とする粒子であり、実質的にこの弾性重合体のみか
らなる単層構造のものや、弾性重合体を１つの層とする多層構造のものが挙げられる。弾
性重合体の例として、アルキルアクリレートを主成分とし、これに共重合可能な他のビニ
ルモノマー及び架橋性モノマーを共重合させた架橋弾性共重合体が挙げられる。弾性重合
体の主成分となるアルキルアクリレートとしては、例えば、メチルアクリレート、エチル
アクリレート、ブチルアクリレート、２－エチルへキシルアクリレート等のアクリル酸の
Ｃ1～Ｃ8アルキルエステルが挙げられる。アルキル基の炭素数は、好ましくは４以上であ
る。
【００４９】
　アクリル酸アルキルに共重合可能な他のビニルモノマーとしては、分子内に重合性炭素
－炭素二重結合を１個有する化合物を挙げることができ、より具体的には、メチルメタク
リレートのようなメタクリル酸エステル、スチレンのような芳香族ビニル化合物、（メタ
）アクリロニトリルのようなビニルシアン化合物等が挙げられる。架橋性モノマーとして
は、分子内に重合性炭素－炭素二重結合を少なくとも２個有する架橋性の化合物を挙げる
ことができ、より具体的には、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ブタンジオ
ールジ（メタ）アクリレート等の多価アルコールの（メタ）アクリレート、アリル（メタ
）アクリレート等の（メタ）アクリル酸のアルケニルエステル、ジビニルベンゼンなどが
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挙げられる。
【００５０】
　アクリル系ゴム粒子の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂１００重量部に対して、好ま
しくは５重量部以上、より好ましくは１０重量部以上である。アクリル系ゴム粒子の含有
量があまり多いと、フィルムの表面硬度が低下し、また、フィルムに表面処理を施す場合
に表面処理剤中の有機溶剤に対する耐溶剤性が低下し得る。従って、アクリル系ゴム粒子
の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂１００重量部に対して、通常８０重量部以下であり
、好ましくは６０重量部以下である。
【００５１】
　第１，第２樹脂フィルム３，４は、本発明の技術分野における通常の添加剤を含有する
ことができる。添加剤の具体例は、例えば、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、有機系染料、
顔料、無機系色素、酸化防止剤、帯電防止剤、界面活性剤、滑剤、分散剤、熱安定剤等を
含む。
【００５２】
　紫外線吸収剤としては、サリチル酸エステル化合物、ベンゾフェノン化合物、ベンゾト
リアゾール化合物、トリアジン化合物、シアノ（メタ）アクリレート化合物、ニッケル錯
塩等が挙げられる。
【００５３】
　第１，第２樹脂フィルム３，４はそれぞれ、延伸されていないフィルム、又は一軸若し
くは二軸延伸されたフィルムのいずれであってもよい。二軸延伸は、２つの延伸方向に同
時に延伸する同時二軸延伸でもよく、所定方向に延伸した後で他の方向に延伸する逐次二
軸延伸であってもよい。第１樹脂フィルム３及び／又は第２樹脂フィルム４は、偏光子２
を保護する役割を担う保護フィルムであってもよいし、後述する位相差フィルムのような
光学機能を併せ持つ保護フィルムであることもできる。位相差フィルムは、光学異方性を
示す光学フィルムである。例えば、上記熱可塑性樹脂からなるフィルムを延伸（一軸延伸
又は二軸延伸等）したり、当該熱可塑性樹脂フィルム上に液晶層等を形成したりすること
により、任意の位相差値が付与された位相差フィルムとすることができる。
【００５４】
　第１樹脂フィルム３及び第２樹脂フィルム４は、同じ熱可塑性樹脂で構成されるフィル
ムであってもよいし、互いに異なる熱可塑性樹脂で構成されるフィルムであってもよい。
第１樹脂フィルム３及び第２樹脂フィルム４は、厚み、添加剤の有無やその種類、位相差
特性等において同じであってもよいし、異なっていてもよい。
【００５５】
　第１樹脂フィルム３及び／又は第２樹脂フィルム４は、その外面（偏光子２とは反対側
の表面）にハードコート層、防眩層、反射防止層、光拡散層、帯電防止層、防汚層、導電
層等の表面処理層（コーティング層）を備えていてもよい。
【００５６】
　第１樹脂フィルム３及び第２樹脂フィルム４の厚みはそれぞれ、通常１～１５０μｍで
あり、好ましくは５～１００μｍ、より好ましくは５～６０μｍである。当該厚みは、５
０μｍ以下、さらには３０μｍ以下であってもよい。第１，第２樹脂フィルム３，４の厚
みを小さくすることは、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の薄膜化、ひいては粘
着剤層付光学フィルム１又は光学積層体を含む液晶表示装置の薄膜化に有利となる。
【００５７】
　特にスマートフォンやタブレット型端末といった中小型向けの偏光板では、薄膜化の要
求から、第１樹脂フィルム３及び／又は第２樹脂フィルム４として厚み３０μｍ以下の薄
いものが用いられることが多いが、このような偏光板は、偏光子２の収縮力を抑える力が
弱く、耐久性が不十分となりやすい。本発明によれば、このような偏光板を光学フィルム
１０として用いる場合であっても良好な耐久性を有する粘着剤層付光学フィルム１及び光
学積層体を提供することができる。粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐久性と
は、例えば高温環境下、高温高湿環境下、高温と低温とが繰り返される環境下などにおい
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て、粘着剤層２０とこれに隣接する光学部材との界面での浮きや剥れ、粘着剤層２０の発
泡等の不具合を抑制できる性質をいう。
【００５８】
　また、偏光板の薄膜化の観点からは、図２に示される偏光板１０ａのように、偏光子２
の片面のみに樹脂フィルムが配置される構成が有利である。この場合は通常、偏光子２の
他方の面に粘着剤層２０が直接貼合されて粘着剤層付光学フィルム１となる（図４参照）
。このような構成の偏光板の場合、粘着剤層２０に含有されるイオン性化合物によって高
温高湿環境下で偏光板の光学性能を低下させる問題がとりわけ顕著となる。本発明によれ
ば、このような偏光板を光学フィルム１０として用いる場合であっても良好な光学耐久性
（光学特性の劣化を抑制できる性質）を有する粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体
を提供することができる。
【００５９】
　第１，第２樹脂フィルム３，４は、接着剤層や粘着剤層を介して偏光子２に貼合するこ
とができる。接着剤層を形成する接着剤としては、水系接着剤又は活性エネルギー線硬化
性接着剤を用いることができる。
【００６０】
　水系接着剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤、水系二液型
ウレタン系エマルジョン接着剤等が挙げられる。中でもポリビニルアルコール系樹脂水溶
液からなる水系接着剤が好適に用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂としては、酢酸
ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるビニルアルコールホ
モポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体をケン化処
理して得られるポリビニルアルコール系共重合体、又はそれらのヒドロキシル基を部分的
に変性した変性ポリビニルアルコール系重合体等を用いることができる。水系接着剤は、
アルデヒド化合物、エポキシ化合物、メラミン系化合物、メチロール化合物、イソシアネ
ート化合物、アミン化合物、多価金属塩等の架橋剤を含むことができる。
【００６１】
　水系接着剤を使用する場合は、偏光子２と第１，第２樹脂フィルム３，４とを貼合した
後、水系接着剤中に含まれる水を除去するために乾燥させる工程を実施することが好まし
い。乾燥工程後、例えば２０～４５℃程度の温度で養生する養生工程を設けてもよい。
【００６２】
　上記活性エネルギー線硬化性接着剤とは、紫外線や電子線等の活性エネルギー線を照射
することで硬化する接着剤をいい、例えば、重合性化合物及び光重合開始剤を含む硬化性
組成物、光反応性樹脂を含む硬化性組成物、バインダー樹脂及び光反応性架橋剤を含む硬
化性組成物等を挙げることができる。好ましくは紫外線硬化性接着剤である。重合性化合
物としては、光硬化性エポキシ系モノマー、光硬化性（メタ）アクリル系モノマー、光硬
化性ウレタン系モノマー等の光重合性モノマーや、光重合性モノマーに由来するオリゴマ
ーを挙げることができる。光重合開始剤としては、活性エネルギー線の照射により中性ラ
ジカル、アニオンラジカル、カチオンラジカル等の活性種を発生する物質を含むものを挙
げることができる。重合性化合物及び光重合開始剤を含む活性エネルギー線硬化性接着剤
として、光硬化性エポキシ系モノマー及び光カチオン重合開始剤を含む硬化性組成物や、
光硬化性（メタ）アクリル系モノマー及び光ラジカル重合開始剤を含む硬化性組成物、又
はこれらの硬化性組成物の混合物を好ましく用いることができる。
【００６３】
　活性エネルギー線硬化性接着剤を用いる場合は、偏光子２と第１，第２樹脂フィルム３
，４とを貼合した後、必要に応じて乾燥工程を行い、次いで活性エネルギー線を照射する
ことによって活性エネルギー線硬化性接着剤を硬化させる硬化工程を行う。活性エネルギ
ー線の光源は特に限定されないが、波長４００ｎｍ以下に発光分布を有する紫外線が好ま
しく、具体的には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルラン
プ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、メタルハライドランプ等を用
いることができる。
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【００６４】
　偏光子２と第１，第２樹脂フィルム３，４とを貼合するにあたっては、これらの少なく
ともいずれか一方の貼合面にケン化処理、コロナ処理、プラズマ処理等の表面活性化処理
を施すことができる。偏光子２の両面に樹脂フィルムが貼合される場合においてこれらの
樹脂フィルムを貼合するための接着剤は、同種の接着剤あってもよいし異種の接着剤であ
ってもよい。
【００６５】
　偏光板１０ａ，１０ｂは、その他のフィルム又は層をさらに含むことができる。その具
体例は、後述する位相差フィルムのほか、輝度向上フィルム、防眩フィルム、反射防止フ
ィルム、拡散フィルム、集光フィルム、粘着剤層２０以外の粘着剤層、コーティング層、
プロテクトフィルム等である。プロテクトフィルムは、偏光板等の光学フィルム１０の表
面を傷や汚れから保護する目的で用いられるフィルムであり、粘着剤層付光学フィルム１
を例えば金属層３０上に貼合した後、剥離除去されるのが通例である。
【００６６】
　プロテクトフィルムは通常、基材フィルムと、その上に積層される粘着剤層とで構成さ
れる。基材フィルムは、熱可塑性樹脂、例えば、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系
樹脂等のポリオレフィン系樹脂；ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレー
ト等のポリエステル系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；（メタ）アクリル系樹脂等で構成
することができる。
【００６７】
　〔１－２〕位相差板
　位相差板に含まれる位相差フィルムは、上述のとおり、光学異方性を示す光学フィルム
であり、第１，第２樹脂フィルム３，４に用いることができるものとして上で例示した熱
可塑性樹脂のほか、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリ
イミド系樹脂、ポリエーテルサルホン系樹脂、ポリビニリデンフルオライド／ポリメチル
メタクリレート系樹脂、液晶ポリエステル系樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化
物、ポリ塩化ビニル系樹脂等からなる樹脂フィルムを１．０１～６倍程度に延伸すること
により得られる延伸フィルムであることができる。中でも、ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムや環状オレフィン系樹脂フィルム、（メタ）アクリル系樹脂フィルム又はセルロース
系樹脂フィルムを一軸延伸又は二軸延伸した延伸フィルムが好ましい。また本明細書にお
いては、ゼロレタデーションフィルムも位相差フィルムに含まれる（ただし、保護フィル
ムとして用いることもできる。）。そのほか、一軸性位相差フィルム、広視野角位相差フ
ィルム、低光弾性率位相差フィルム等と称されるフィルムも位相差フィルムとして適用可
能である。
【００６８】
　ゼロレタデーションフィルムとは、面内位相差値Ｒe及び厚み方向位相差値Ｒthがとも
に－１５～１５ｎｍであるフィルムをいう。この位相差フィルムは、ＩＰＳモードの液晶
表示装置に好適に用いられる。面内位相差値Ｒe及び厚み方向位相差値Ｒthは、好ましく
はともに－１０～１０ｎｍであり、より好ましくはともに－５～５ｎｍである。ここでい
う面内位相差値Ｒe及び厚み方向位相差値Ｒthは、波長５９０ｎｍにおける値である。
【００６９】
　面内位相差値Ｒe及び厚み方向位相差値Ｒthは、それぞれ下記式：
　Ｒe＝（ｎx－ｎy）×ｄ
　Ｒth＝〔（ｎx＋ｎy）／２－ｎz〕×ｄ
で定義される。式中、ｎxはフィルム面内の遅相軸方向（ｘ軸方向）の屈折率であり、ｎy

はフィルム面内の進相軸方向（面内でｘ軸に直交するｙ軸方向）の屈折率であり、ｎzは
フィルム厚み方向（フィルム面に垂直なｚ軸方向）の屈折率であり、ｄはフィルムの厚み
である。
【００７０】
　ゼロレタデーションフィルムには、例えば、セルロース系樹脂、鎖状ポリオレフィン系
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樹脂及び環状ポリオレフィン系樹脂等のポリオレフィン系樹脂、ポリエチレンテレフタレ
ート系樹脂又は（メタ）アクリル系樹脂からなる樹脂フィルムを用いることができる。特
に、位相差値の制御が容易で、入手も容易であることから、セルロース系樹脂、ポリオレ
フィン系樹脂又は（メタ）アクリル系樹脂が好ましく用いられる。
【００７１】
　また、液晶性化合物の塗布・配向によって光学異方性を発現させたフィルムや、無機層
状化合物の塗布によって光学異方性を発現させたフィルムも、位相差フィルムとして用い
ることができる。このような位相差フィルムには、温度補償型位相差フィルムと称される
もの、また、ＪＸ日鉱日石エネルギー（株）から「ＮＨフィルム」の商品名で販売されて
いる棒状液晶が傾斜配向したフィルム、富士フイルム（株）から「ＷＶフィルム」の商品
名で販売されている円盤状液晶が傾斜配向したフィルム、住友化学（株）から「ＶＡＣフ
ィルム」の商品名で販売されている完全二軸配向型のフィルム、同じく住友化学（株）か
ら「ｎｅｗ　ＶＡＣフィルム」の商品名で販売されている二軸配向型のフィルム等がある
。
【００７２】
　位相差フィルムの少なくとも一方の面に積層される樹脂フィルムは、例えば上述の保護
フィルムであることができる。
【００７３】
　〔２〕粘着剤層
　光学フィルム１０と金属層３０との間に配置される粘着剤層２０は、（メタ）アクリル
系樹脂（Ａ）、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）、シラン化合物（Ｃ）、及びイオン性化合
物（Ｄ）を含む粘着剤組成物から構成される。この粘着剤組成物においてイオン性化合物
（Ｄ）は、下記式（Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
で表されるイオン性化合物である。式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ
素原子含有アニオンを表す。
【００７４】
　上記の粘着剤組成物は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、イソシ
アネート系架橋剤（Ｂ）を０．０１～２．５重量部、シラン化合物（Ｃ）を０．０１～１
０重量部、及びイオン性化合物（Ｄ）を０．２～８重量部含有する。
【００７５】
　上記の粘着剤組成物で構成される粘着剤層２０によれば、粘着剤層２０及び金属層３０
を含む構成の光学積層体において金属層３０の腐食を抑制することができ、また、粘着剤
層付光学フィルム１及び光学積層体の耐久性を高めることができる。さらに、上記の粘着
剤組成物で構成される粘着剤層２０によれば、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体
は、偏光子２に粘着剤層２０が直接貼合されてなる構成であっても良好な光学耐久性を示
すことができる。
【００７６】
　粘着剤層２０の厚みは、通常２～４０μｍであり、粘着剤層付光学フィルム１及び光学
積層体の耐久性や粘着剤層付光学フィルム１のリワーク性などの観点から、好ましくは５
～３０μｍであり、より好ましくは１０～２５μｍである。また、粘着剤層２０の厚みが
１０μｍ以上であると、光学フィルム１０の寸法変化に対する粘着剤層２０の追随性が良
好となり、２５μｍ以下であるとリワーク性が良好となる。
【００７７】
　粘着剤層２０は、２３～８０℃の温度範囲において０．１～５ＭＰａの貯蔵弾性率を示
すものであることが好ましい。これにより、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の
耐久性をより効果的に高めることができる。「２３～８０℃の温度範囲において０．１～
５ＭＰａの貯蔵弾性率を示す」とは、この範囲のいずれの温度においても、貯蔵弾性率が
上記範囲内の値であることを意味する。貯蔵弾性率は通常、温度上昇に伴って漸減するの
で、２３℃及び８０℃における貯蔵弾性率がいずれも上記範囲に入っていれば、この範囲
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の温度において、上記範囲内の貯蔵弾性率を示すとみることができる。粘着剤層２０の貯
蔵弾性率は、市販の粘弾性測定装置、例えば、ＲＥＯＭＥＴＲＩＣ社製の粘弾性測定装置
「ＤＹＮＡＭＩＣ　ＡＮＡＬＹＺＥＲ　ＲＤＡ　ＩＩ」を用いて測定することができる。
【００７８】
　〔２－１〕（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、（メタ）アクリル系単量体に由来する構成単位を主
成分とする（好ましくは５０重量％以上含む）重合体又は共重合体である。（メタ）アク
リル系単量体は、例えば（メタ）アクリロイル基を有する単量体を含み、好ましくはアル
キル（メタ）アクリレートを含む。アルキル（メタ）アクリレートが有するアルキル基は
、炭素数が好ましくは１～１４、より好ましくは１～１２、さらに好ましくは１～８であ
り、直鎖状、分岐状又は環状であり得る。アルキル（メタ）アクリレートとして、後述す
るアルキル基に置換基が導入された置換基含有アルキルアクリレートのような置換基含有
アルキル（メタ）アクリレートを用いることもできる。アルキル（メタ）アクリレートは
、１種のみを用いてもよいし２種以上を併用してもよい。
【００７９】
　アルキル（メタ）アクリレートの具体例は、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－及びｉ－プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－、ｉ－及びｔ－ブ
チル（メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－ペンチルアクリレート、ｎ－及びｉ－ヘキシル
（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－ヘプチル（
メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルへキシル
（メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－ノニル（メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－デシル
（メタ）アクリレート、イソボロニル（メタ）アクリレート、ｎ－及びｉ－ドデシル（メ
タ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート等を含む。
【００８０】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ホモポリマーのガラス転移温度Ｔｇが０℃未満であ
るアルキルアクリレート（ａ１）由来の構成単位、及びホモポリマーのＴｇが０℃以上で
あるアルキルアクリレート（ａ２）由来の構成単位を含有することが好ましい。このこと
は、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性及び耐久性を高めるうえで
有利である。アルキルアクリレートのホモポリマーのＴｇは、例えばＰＯＬＹＭＥＲ　Ｈ
ＡＮＤＢＯＯＫ（Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ）などの文献値を採用すること
ができる。
【００８１】
　アルキルアクリレート（ａ１）の具体例は、エチルアクリレート、ｎ－及びｉ－プロピ
ルアクリレート、ｎ－及びｉ－ブチルアクリレート、ｎ－ペンチルアクリレート、ｎ－及
びｉ－へキシルアクリレート、ｎ－ヘプチルアクリレート、ｎ－及びｉ－オクチルアクリ
レート、２－エチルへキシルアクリレート、ｎ－及びｉ－ノニルアクリレート、ｎ－及び
ｉ－デシルアクリレート、ｎ－ドデシルアクリレート等のアルキル基の炭素数が２～１２
程度のアルキルアクリレートを含む。アルキルアクリレート（ａ１）の他の具体例として
、アルキル基の炭素数が２～１２程度のアルキルアクリレートにおけるアルキル基に置換
基が導入された置換基含有アルキルアクリレートを挙げることもできる。置換基含有アル
キルアクリレートの置換基は、アルキル基の水素原子を置換する基であり、その具体例は
フェニル基、アルコキシ基、フェノキシ基を含む。置換基含有アルキルアクリレートとし
て、具体的には、２－メトキシエチルアクリレート、エトキシメチルアクリレート、フェ
ノキシエチルアクリレート、フェノキシジエチレングリコールアクリレート等が挙げられ
る。アルキルアクリレート（ａ１）のアルキル基は、脂環式構造を有していてもよいが、
好ましくは直鎖状又は分岐状のアルキル基である。
【００８２】
　アルキルアクリレート（ａ１）は、１種のみを用いてもよいし２種以上を併用してもよ
い。中でも、アルキルアクリレート（ａ１）は、エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリ
レート、２－エチルヘキシルアクリレートから選択される１種又は２種以上を含むことが
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好ましい。粘着剤層付光学フィルム１が有する粘着剤層２０の光学フィルム１０への追従
性、リワーク性の観点から、アルキルアクリレート（ａ１）は、ｎ－ブチルアクリレート
を含むことが好ましい。
【００８３】
　アルキルアクリレート（ａ２）は、アルキルアクリレート（ａ１）以外のアルキルアク
リレートである。アルキルアクリレート（ａ２）の具体例は、メチルアクリレート、シク
ロヘキシルアクリレート、イソボロニルアクリレート、ステアリルアクリレート、ｔ－ブ
チルアクリレート等を含む。
【００８４】
　アルキルアクリレート（ａ２）は、１種のみを用いてもよいし２種以上を併用してもよ
い。中でも、耐金属腐食性及び耐久性の観点から、アルキルアクリレート（ａ２）は、メ
チルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、イソボロニルアクリレート等を含むこ
とが好ましく、メチルアクリレートを含むことがより好ましい。
【００８５】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）におけるアルキルアクリレート（ａ２）由来の構成単位
の含有量は、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性及び耐久性の観点
から、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）を構成する全構成単位１００重量部中、好ましくは
１０重量部以上であり、より好ましくは１５重量部以上であり、さらに好ましくは２０重
量部以上であり、特に好ましくは２５重量部以上である。また粘着剤層２０の光学フィル
ム１０への追従性及びリワーク性の観点から、アルキルアクリレート（ａ２）由来の構成
単位の含有量は、好ましくは７０重量部以下であり、より好ましくは６０重量部以下であ
り、さらに好ましくは５０重量部以下である。
【００８６】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、アルキルアクリレート（ａ１）及び（ａ２）以外の
他の単量体に由来する構成単位を含有することができる。（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）
は、当該他の単量体に由来する構成単位を１種のみ含んでいてもよいし２種以上含んでい
てもよい。他の単量体の具体例を以下に示す。
【００８７】
　１）極性官能基を有する単量体。
　極性官能基を有する単量体としては、ヒドロキシ基、カルボキシル基、置換もしくは無
置換アミノ基、エポキシ基等の複素環基などの置換基を有する（メタ）アクリレートが挙
げられる。具体的には、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸
３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル
酸２－（２－ヒドロキシエトキシ）エチル、（メタ）アクリル酸２－クロロ－２－ヒドロ
キシプロピル、（メタ）アクリル酸３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル、ジエチレング
リコールモノ（メタ）アクリレート等のヒドロキシ基を有する単量体；アクリロイルモル
ホリン、ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、ビニルピリジン、テトラ
ヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性テトラヒドロフルフリルア
クリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート、グリシジル
（メタ）アクリレート、２，５－ジヒドロフラン等の複素環基を有する単量体；アミノエ
チル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジメ
チルアミノプロピル（メタ）アクリレート等の置換もしくは無置換アミノ基を有する単量
体；（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート等のカルボキシル基を
有する単量体が挙げられる。中でも、ヒドロキシ基を有する単量体が好ましく、（メタ）
アクリル系樹脂（Ａ）と架橋剤との反応性の点で、ヒドロキシ基を有する（メタ）アクリ
レートがより好ましい。
【００８８】
　ヒドロキシ基を有する（メタ）アクリレートと合わせて上記のその他の極性官能基を有
する単量体を含んでいてもよいが、粘着剤層２０の外面に積層することができるセパレー
トフィルムの剥離力亢進を防ぐ観点から、アミノ基を有する単量体を実質的に含まないこ
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とが好ましい。また、ＩＴＯに対する耐腐食性を高める観点から、カルボキシル基を有す
る単量体を実質的に含まないことが好ましい。ここで実質的に含まないとは、（メタ）ア
クリル系樹脂（Ａ）を構成する全構成単位１００重量部中、０．１重量部以下であること
をいう。
【００８９】
　２）アクリルアミド系単量体。
　例えば、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アクリルアミ
ド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロピル）アクリルアミド、Ｎ－（４－ヒドロキシブチル）ア
クリルアミド、Ｎ－（５－ヒドロキシペンチル）アクリルアミド、Ｎ－（６－ヒドロキシ
ヘキシル）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリ
ルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル）アク
リルアミド、Ｎ－（１，１－ジメチル－３－オキソブチル）アクリルアミド、Ｎ－〔２－
（２－オキソ－１－イミダゾリジニル）エチル〕アクリルアミド、２－アクリロイルアミ
ノ－２－メチル－１－プロパンスルホン酸、Ｎ－（メトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ
－（エトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（プロポキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－
（１－メチルエトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（１－メチルプロポキシメチル）ア
クリルアミド、Ｎ－（２－メチルプロポキシメチル）アクリルアミド〔別名：Ｎ－（イソ
ブトキシメチル）アクリルアミド〕、Ｎ－（ブトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（１
，１－ジメチルエトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－メトキシエチル）アクリル
アミド、Ｎ－（２－エトキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－プロポキシエチル）ア
クリルアミド、Ｎ－〔２－（１－メチルエトキシ）エチル〕アクリルアミド、Ｎ－〔２－
（１－メチルプロポキシ）エチル〕アクリルアミド、Ｎ－〔２－（２－メチルプロポキシ
）エチル〕アクリルアミド〔別名：Ｎ－（２－イソブトキシエチル）アクリルアミド〕、
Ｎ－（２－ブトキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－〔２－（１，１－ジメチルエトキシ）
エチル〕アクリルアミドなど。中でも、Ｎ－（メトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（
エトキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（プロポキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（ブ
トキシメチル）アクリルアミド、Ｎ－（２－メチルプロポキシメチル）アクリルアミドが
好ましく用いられる。
【００９０】
　３）メタクリレート、すなわちメタクリル酸エステル。
　例えば、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート、ｎ
－ブチルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ラウリルメタクリレート等のメ
タクリル酸の直鎖状アルキルエステル；イソブチルメタクリレート、２－エチルヘキシル
メタクリレート、ｉ－オクチルメタクリレート等のメタクリル酸の分枝状アルキルエステ
ル；イソボルニルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、ジシクロペンタニル
メタクリレート、シクロドデシルメタクリレート、メチルシクロヘキシルメタクリレート
、トリメチルシクロヘキシルメタクリレート、ｔ－ブチルシクロヘキシルメタクリレート
、シクロヘキシルフェニルメタクリレート等のメタクリル酸の脂環式アルキルエステル；
２－メトキシエチルメタクリレート、エトキシメチルメタクリレート等のメタクリル酸の
アルコキシアルキルエステル；ベンジルメタクリレート等のメタクリル酸アラルキルエス
テル；２－ヒドロキシエチルメタクリレート、３－ヒドロキシプロピルメタクリレート、
４－ヒドロキシブチルメタクリレート、２－（２－ヒドロキシエトキシ）エチルメタクリ
レート、２－クロロ－２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、３－クロロ－２－ヒドロ
キシプロピルメタクリレート、ジエチレングリコールモノメタクリレート等のヒドロキシ
ル基を有するメタクリル酸のアルキルエステル；アミノエチルメタクリレート、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアミノエチルメタクリレート、ジメチルアミノプロピルメタクリレート等の置換
もしくは無置換アミノ基を有するメタクリル酸のアルキルエステル；２－フェノキシエチ
ルメタクリレート、２－（２－フェノキシエトキシ）エチルメタクリレート、（メタ）ア
クリル酸のエチレンオキサイド変性ノニルフェノールエステル、２－（ｏ－フェニルフェ
ノキシ）エチルメタクリレート等のフェノキシエチル基を有するメタクリル酸のエステル
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など。
【００９１】
　４）メタクリルアミド系単量体。
　例えば、上記１）に記載のアクリルアミド系単量体に対応するメタクリルアミド系単量
体。
【００９２】
　５）スチレン系単量体。
　例えば、スチレン；メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチルスチレン、エチル
スチレン、ジエチルスチレン、トリエチルスチレン、プロピルスチレン、ブチルスチレン
、ヘキシルスチレン、ヘプチルスチレン、オクチルスチレン等のアルキルスチレン；フル
オロスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレン、ジブロモスチレン、ヨードスチレン等
のハロゲン化スチレン；ニトロスチレン；アセチルスチレン；メトキシスチレン；ジビニ
ルベンゼンなど。
【００９３】
　６）ビニル系単量体。
　例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、２－エチルヘキサン酸ビニル
、ラウリン酸ビニル等の脂肪酸ビニルエステル；塩化ビニル、臭化ビニル等のハロゲン化
ビニル；塩化ビニリデン等のハロゲン化ビニリデン；ビニルピリジン、ビニルピロリドン
、ビニルカルバゾール等の含窒素芳香族ビニル；ブタジエン、イソプレン、クロロプレン
等の共役ジエン単量体；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等の不飽和ニトリルなど
。
【００９４】
　７）分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体。
　例えば、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオール
ジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレング
リコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テト
ラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）ア
クリレート等の分子内に２個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体；トリメチロール
プロパントリ（メタ）アクリレート等の分子内に３個の（メタ）アクリロイル基を有する
単量体など。
【００９５】
　上述のように、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、粘着剤層付光学フィルム１及び光学
積層体の耐久性及び耐金属腐食性の観点から、アルキル（メタ）アクリレートに由来する
構成単位に加えて、極性官能基を有する単量体に由来する構成単位を含むことが好ましい
。極性官能基を有する単量体は、極性官能基を有する（メタ）アクリレート系単量体であ
ることが好ましく、ヒドロキシル基を有する単量体であることがより好ましい。極性官能
基を有する単量体に由来する構成単位の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）を構成
する全構成単位１００重量部中、好ましくは０．１～１０重量部であり、より好ましくは
０．２５～５重量部であり、さらに好ましくは０．５～５重量部である。
【００９６】
　また、粘着剤層付光学フィルム１のリワーク性の観点からは、（メタ）アクリル系樹脂
（Ａ）は、メタクリレート（メタクリル酸エステル）、メタクリルアミド系単量体等のメ
タクリル系単量体に由来する構成単位の含有量が小さいことが好ましく、具体的には、当
該構成単位の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）を構成する全構成単位１００重量
部中、好ましくは１０重量部以下であり、より好ましくは５重量部以下であり、当該構成
単位を実質的に含有しない（０．１重量部以下である）ことがさらに好ましい。
【００９７】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ
）における排出曲線上の重量平均分子量Ｍｗ１０００～２５０万の範囲において単一のピ
ークを有することが好ましく、Ｍｗ１０００～２５０万の範囲において単一のピークを有
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し、かつアルキルアクリレート（ａ１）及び（ａ２）由来の構成単位を含有することがよ
り好ましい。かかる（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）をベースポリマーとする粘着剤層２０
は、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐久性を高めるうえで有利である。上記
Ｍｗの範囲でのピーク数が２以上である場合、十分な耐久性を得ることができない傾向に
ある。
【００９８】
　Ｍｗ１０００～２５０万の範囲におけるＧＰＣ排出曲線のピーク数を求めるにあたって
は、実施例の項に記載のＧＰＣ測定条件に従って排出曲線を取得する。得られた排出曲線
の上記範囲において「単一のピークを有する」とは、Ｍｗ１０００～２５０万の範囲にお
いて極大値を１つしか持たないことを意味する。本明細書では、ＧＰＣ排出曲線において
、Ｓ／Ｎ比が３０以上のものをピークと定義する。
【００９９】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、ＧＰＣによる標準ポリスチレン換算のＭｗが５０万
～２５０万の範囲にあることが好ましく、６０万～２００万の範囲にあることがより好ま
しい。Ｍｗが５０万以上であると、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐
食性及び耐久性の向上に有利であり、粘着剤層付光学フィルム１のリワーク性も向上する
傾向にある。また、Ｍｗが２５０万以下であると、光学フィルム１０の寸法変化に対する
粘着剤層２０の追随性が良好となる。重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎとの比Ｍｗ
／Ｍｎで表される分子量分布は、通常２～１０である。（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）の
Ｍｗ及びＭｎは、実施例の項に記載のＧＰＣ測定条件に従って求められる。
【０１００】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、酢酸エチルに溶解させて濃度２０重量％の溶液とし
たとき、２５℃における粘度が、２０Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、０．１～７Ｐ
ａ・ｓであることがより好ましい。かかる範囲の粘度は、粘着剤層付光学フィルム１及び
光学積層体の耐久性の向上や、粘着剤層付光学フィルム１のリワーク性に有利である。上
記粘度は、ブルックフィールド粘度計によって測定できる。
【０１０１】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定されるガラス
転移温度Ｔｇが－６０～－１０℃であることが好ましく、－５５～－１５℃であることが
より好ましい。かかる範囲のＴｇは、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属
腐食性及び耐久性の向上に有利である。
【０１０２】
　粘着剤組成物は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）に属する（メタ）アクリル系樹脂を２
種以上含有していてもよい。また粘着剤組成物は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）とは異
なる他の（メタ）アクリル系樹脂を含有していてもよい。ただし、粘着剤層付光学フィル
ム１及び光学積層体の耐金属腐食性及び耐久性の観点から、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ
）の含有量は、すべての（メタ）アクリル系樹脂の合計中、好ましくは７０重量％以上で
あり、より好ましくは８０重量％以上であり、さらに好ましくは９０重量％以上であり、
粘着剤組成物は、ベースポリマーとして（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）のみを含有するこ
とが特に好ましい。
【０１０３】
　（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）や必要に応じて併用できる他の（メタ）アクリル系樹脂
は、例えば、溶液重合法、塊状重合法、懸濁重合法、乳化重合法などの公知の方法によっ
て製造することができる。（メタ）アクリル系樹脂の製造においては通常、重合開始剤が
用いられる。重合開始剤は、（メタ）アクリル系樹脂の製造に用いられる全ての単量体の
合計１００重量部に対して、０．００１～５重量部程度使用される。また、（メタ）アク
リル系樹脂は、例えば紫外線等の活性エネルギー線によって重合を進行させる方法により
製造してもよい。
【０１０４】
　重合開始剤としては、熱重合開始剤や光重合開始剤等が用いられる。光重合開始剤とし
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て、例えば、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピル
）ケトン等を挙げることができる。熱重合開始剤として、例えば、２，２’－アゾビスイ
ソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１’－アゾ
ビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチル
バレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニトリ
ル）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、２，２’－アゾビ
ス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）のようなアゾ系化合物；ラウリルパーオキ
サイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化ベンゾイル、ｔ－ブチルパーオキシ
ベンゾエート、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシジカーボネー
ト、ジプロピルパーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ
－ブチルパーオキシピバレート、（３，５，５－トリメチルヘキサノイル）パーオキサイ
ドのような有機過酸化物；過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過酸化水素のような無
機過酸化物等を挙げることができる。また、過酸化物と還元剤を併用したレドックス系開
始剤等も、重合開始剤として使用し得る。
【０１０５】
　（メタ）アクリル系樹脂の製造方法としては、上に示した方法の中でも溶液重合法が好
ましい。溶液重合法の一例は、用いる単量体及び有機溶媒を混合し、窒素雰囲気下、熱重
合開始剤を添加して、４０～９０℃程度、好ましくは５０～８０℃程度にて３～１５時間
程度攪拌することである。反応を制御するために、単量体や熱重合開始剤を重合中に連続
的又は間歇的に添加したり、有機溶媒に溶解した状態で添加したりしてもよい。有機溶媒
としては、例えば、トルエン、キシレンのような芳香族炭化水素類；酢酸エチル、酢酸ブ
チル等のエステル類；プロピルアルコール、イソプロピルアルコール等の脂肪族アルコー
ル類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等のケトン類などを用い
ることができる。
【０１０６】
　〔２－２〕イソシアネート系架橋剤（Ｂ）
　粘着剤組成物は、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）を含有する。イソシアネート系架橋剤
（Ｂ）を架橋剤として用いることにより、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐
金属腐食性及び耐久性を高めることができる。イソシアネート系架橋剤（Ｂ）は、１種の
みを単独で用いてもよいし２種以上を併用してもよい。
【０１０７】
　イソシアネート系架橋剤（Ｂ）は、分子内に少なくとも２個のイソシアナト基（－ＮＣ
Ｏ）を有する化合物であり、具体的には、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジ
イソシアネート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシ
リレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジ
イソシアネート、ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネート
などが挙げられる。またイソシアネート系架橋剤（Ｂ）は、これらイソシアネート化合物
の多価アルコール化合物アダクト体（例えばグリセロールやトリメチロールプロパンのア
ダクト体）、イソシアヌレート化物、ビュレット型化合物、さらにはポリエーテルポリオ
ールやポリエステルポリオール、アクリルポリオール、ポリブタジエンポリオール、ポリ
イソプレンポリオール等と付加反応させたウレタンプレポリマー型のイソシアネート化合
物などの誘導体であってもよい。上記の中でも、特にトリレンジイソシアネート、ヘキサ
メチレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート又はそれらのイソシアネート化
合物の多価アルコール化合物アダクト体が好ましく、粘着剤層付光学フィルム１及び光学
積層体の耐久性の観点から、キシリレンジイソシアネート又はその多価アルコール化合物
アダクト体がより好ましい。
【０１０８】
　イソシアネート系架橋剤（Ｂ）の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量
部に対して、好ましくは０．０１～２．５重量部であり、より好ましくは０．１～２重量
部（例えば１重量部以下）である。イソシアネート系架橋剤（Ｂ）の含有量がこの範囲に
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あると、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性及び耐久性の両立のう
えで有利である。
【０１０９】
　粘着剤組成物は、イソシアネート系架橋剤（Ｂ）とともに、これ以外の架橋剤、例えば
、エポキシ化合物、アジリジン化合物、金属キレート化合物、過酸化物等を併用し得るが
、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性及び耐久性の観点から、粘着
剤組成物は、架橋剤としてイソシアネート系架橋剤（Ｂ）のみを含有し、特に過酸化物を
実質的に含まないことが好ましい。ここで実質的に含まないとは、（メタ）アクリル系樹
脂（Ａ）１００重量部に対する含有量が０．０１重量部以下であることをいう。
【０１１０】
　〔２－３〕シラン化合物（Ｃ）
　粘着剤組成物は、シラン化合物（Ｃ）を含有する。これにより粘着剤層２０と、金属層
３０やガラス基板等との密着性を高めることができる。２種以上のシラン化合物（Ｃ）を
使用してもよい。
【０１１１】
　シラン化合物（Ｃ）としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキ
シシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、３－グリシドキシプロピルト
リメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプ
ロピルメチルジメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルエトキシジメチルシラン、２
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、３－クロロプロピル
メチルジメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロイル
オキシプロピルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン等が挙
げられる。
【０１１２】
　シラン化合物（Ｃ）は、シリコーンオリゴマータイプのものを含むことができる。シリ
コーンオリゴマーの具体例を、モノマー同士の組み合わせの形で表記すると次のとおりで
ある。
【０１１３】
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー、
　３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー
等のメルカプトプロピル基含有オリゴマー；
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー、
　メルカプトメチルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　メルカプトメチルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー
等のメルカプトメチル基含有オリゴマー；
　３－グリジドキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－グリジドキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー
、
　３－グリジドキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等の３－グリジドキシプロピル基含有のコポリマー；
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　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴ
マー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランオ
リゴマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランオ
リゴマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランオ
リゴマー、
　３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランオ
リゴマー
等のメタクリロイルオキシプロピル基含有オリゴマー；
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマ
ー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランオリ
ゴマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランオリ
ゴマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランオリ
ゴマー、
　３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランオリ
ゴマー
等のアクリロイルオキシプロピル基含有オリゴマー；
　ビニルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　ビニルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー、
　ビニルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　ビニルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー、
　ビニルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　ビニルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー、
　ビニルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランオリゴマー、
　ビニルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランオリゴマー
等のビニル基含有オリゴマー；
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、
　３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、
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　３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー
等のアミノ基含有のコポリマーなど。
【０１１４】
　粘着剤組成物におけるシラン化合物（Ｃ）の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）
１００重量部に対して、通常０．０１～１０重量部であり、好ましくは０．０３～５重量
部であり、より好ましくは０．０５～２重量部であり、さらに好ましくは０．１～１重量
部である。シラン化合物（Ｃ）の含有量が０．０１重量部以上であると、粘着剤層２０と
、金属層３０やガラス基板等との密着性向上効果が得られやすい。また含有量が１０重量
部以下であると、粘着剤層２０からのシラン化合物（Ｃ）のブリードアウトを抑制するこ
とができる。
【０１１５】
　〔２－４〕イオン性化合物（Ｄ）
　粘着剤組成物は、イオン性化合物（Ｄ）を含有する。イオン性化合物（Ｄ）は、下記式
（Ｉ）：
　Ｍ＋Ｘ－　　　（Ｉ）
（式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表し、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。）
で表されるイオン性化合物である。イオン性化合物（Ｄ）を用いることにより、粘着剤層
２０に良好な帯電防止性能を付与することができるだけでなく、優れた耐金属腐食性と光
学耐久性とを付与することができる。粘着剤組成物は、イオン性化合物（Ｄ）を１種又は
２種以上含有することができる。
【０１１６】
　上記式（Ｉ）中、Ｍ＋は無機カチオンを表す。無機カチオンの具体例は、リチウムカチ
オン〔Ｌｉ+〕、ナトリウムカチオン〔Ｎａ+〕、カリウムカチオン〔Ｋ+〕、セシウムカ
チオン〔Ｃｓ+〕等のアルカリ金属イオン；ベリリウムカチオン〔Ｂｅ2+〕、マグネシウ
ムカチオン〔Ｍｇ2+〕、カルシウムカチオン〔Ｃａ2+〕等のアルカリ土類金属イオン等を
含む。中でも、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性の観点から、リ
チウムカチオン〔Ｌｉ+〕、カリウムカチオン〔Ｋ+〕又はナトリウムカチオン〔Ｎａ+〕
を用いることが好ましく、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐久性の観点から
、カリウムカチオン〔Ｋ+〕を用いることがさらに好ましい。
【０１１７】
　上記式（Ｉ）中、Ｘ－はフッ素原子含有アニオンを表す。フッ素原子を含むアニオンは
、帯電防止性能に優れるイオン性化合物（Ｄ）を与えやすい傾向にある。フッ素原子含有
アニオンは、無機アニオン及び有機アニオンのいずれも用いることができる。イオン性化
合物（Ｄ）を構成し得る無機アニオンの具体例は、テトラフルオロボレートアニオン〔Ｂ
Ｆ4

-〕、ヘキサフルオロホスフェートアニオン〔ＰＦ6
-〕、ヘキサフルオロアーセネート

アニオン〔ＡｓＦ6
-〕、ヘキサフルオロアンチモネートアニオン〔ＳｂＦ6

-〕、ヘキサフ
ルオロニオベートアニオン〔ＮｂＦ6

-〕、ヘキサフルオロタンタレートアニオン〔ＴａＦ

6
-〕、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン〔（ＦＳＯ2）2Ｎ

-〕、（ポリ）ハイ
ドロフルオロフルオライドアニオン〔Ｆ(ＨＦ)n

-〕（ｎは１～３程度）等を含む。
【０１１８】
　イオン性化合物（Ｄ）を構成し得る有機アニオンの具体例は、トリフルオロアセテート
アニオン〔ＣＦ3ＣＯＯ-〕、トリフルオロメタンスルホネートアニオン〔ＣＦ3ＳＯ3

-〕
、ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドアニオン〔（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ

-〕、トリ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）メタニドアニオン〔（ＣＦ3ＳＯ2）3Ｃ

-〕、パーフ
ルオロブタンスルホネートアニオン〔Ｃ4Ｆ9ＳＯ3

-〕、ビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミドアニオン〔（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2Ｎ

-〕、パーフルオロブタノエートアニオン
〔Ｃ3Ｆ7ＣＯＯ-〕、（トリフルオロメタンスルホニル）（トリフルオロメタンカルボニ
ル）イミドアニオン〔（ＣＦ3ＳＯ2）（ＣＦ3ＣＯ）Ｎ-〕、パーフルオロプロパン－１，
３－ジスルホネートアニオン〔-Ｏ3Ｓ（ＣＦ2）3ＳＯ3

-〕、テトラアリールボレートアニ
オン（例えばテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレートアニオン等）、ジシアナミ
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ドアニオン〔（ＣＮ）2Ｎ
-〕、及び下記式（III）：

【０１１９】
【化１】

【０１２０】
で表されるイミドアニオン等を含む。
　フッ素原子含有アニオンは、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の帯電防止性能
、耐金属腐食性及び光学耐久性の観点から、下記式（II）：
　［Ｙ（ＳＯ2ＣmＦ2m+1）n］

－　　　（II）
（式（II）中、Ｙは炭素原子又は窒素原子を表し、Ｙが炭素原子であるときｎは３であり
、Ｙが窒素原子であるときｎは２であり、ｍは０～１０の整数を表す。）
で表されるフッ素原子含有アニオンであることが好ましい。式（II）で表されるフッ素原
子含有アニオンの具体例は、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン、ビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミドアニオン、トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メ
タニドアニオン、ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミドアニオン等を含む。中
でも、ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン〔ＦＳＩ－〕又はビス（トリフルオロ
メタンスルホニル）イミドアニオン〔ＴＦＳＩ－〕であるイオン性化合物（Ｄ）を用いる
ことは、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の帯電防止性能、耐金属腐食性及び光
学耐久性の向上にとりわけ有利である。Ｙは、好ましくは窒素原子であり、ｍは、好まし
くは０～４の整数であり、より好ましくは０～１の整数であり、特に好ましくは０である
。
【０１２１】
　上記式（Ｉ）で表されるイオン性化合物（Ｄ）の好ましい例を挙げると、次のものがあ
る。
【０１２２】
　リチウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　リチウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　リチウム　ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、
　リチウム　トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メタニド、
　ナトリウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　ナトリウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　ナトリウム　ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、
　ナトリウム　トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メタニド、
　カリウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　カリウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
　カリウム　ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、
　カリウム　トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メタニド。
【０１２３】
　粘着剤組成物におけるイオン性化合物（Ｄ）の含有量は、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ
）１００重量部に対して、０．２～８重量部であり、好ましくは０．２～７重量部であり
、より好ましくは０．３～５重量部であり、特に好ましくは０．５～３重量部である。イ
オン性化合物（Ｄ）の含有量が０．２重量部以上であることは、帯電防止性能の向上に有
利であり、８重量部以下であることは粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属
腐食性及び耐久性に有利である。
【０１２４】



(24) JP 6170202 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

　粘着剤組成物は、上記式（Ｉ）で表されるイオン性化合物（Ｄ）とともに、これ以外の
帯電防止剤を併用し得るが、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性等
の観点から、粘着剤組成物は、帯電防止剤として上記式（Ｉ）で表されるイオン性化合物
（Ｄ）のみを含有することが好ましい。
【０１２５】
　〔２－５〕その他の成分
　粘着剤組成物は、溶剤、架橋触媒、紫外線吸収剤、耐候安定剤、タッキファイヤー、可
塑剤、軟化剤、染料、顔料、無機フィラー、光散乱性微粒子等の添加剤を１種又は２種以
上含有することができる。そのほか、粘着剤組成物に紫外線硬化性化合物を配合し、粘着
剤層を形成した後に紫外線を照射して硬化させ、より硬い粘着剤層とすることも有用であ
る。架橋触媒としては、例えば、ヘキサメチレンジアミン、エチレンジアミン、ポリエチ
レンイミン、ヘキサメチレンテトラミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミ
ン、イソホロンジアミン、トリメチレンジアミン、ポリアミノ樹脂及びメラミン樹脂等の
アミン系化合物を挙げることができる。
【０１２６】
　粘着剤組成物は、粘着剤層付光学フィルム１及び光学積層体の耐金属腐食性を高め得る
防錆剤を含有することができる。防錆剤としては、ベンゾトリアゾール系化合物、その他
のトリアゾール系化合物等のトリアゾール系化合物；ベンゾチアゾール系化合物、その他
のチアゾール系化合物等のチアゾール系化合物；ベンジルイミダゾール系化合物、その他
のイミダゾール系化合物等のイミダゾール系化合物；イミダゾリン系化合物；キノリン系
化合物；ピリジン系化合物；ピリミジン系化合物；インドール系化合物；アミン系化合物
；ウレア系化合物；ナトリウムベンゾエート；ベンジルメルカプト系化合物；ジ－ｓｅｃ
－ブチルスルフィド；及びジフェニルスルホキサイドを挙げることができる。
【０１２７】
　ただし、本発明によれば、防錆剤を含有させずとも十分な耐金属腐食性を得ることがで
きるため、防錆剤の含有量はできるだけ小さいことが好ましい。特に、粘着剤組成物は、
防錆剤としてのトリアゾール系化合物を実質的に含まないことが好ましく、上記の化合物
群から選択される防錆剤を実質的に含まないことがより好ましい。ここで実質的に含まな
いとは、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ）１００重量部に対する含有量が０．０１重量部以
下であることをいう。
【０１２８】
　〔３〕金属層及び基板
　金属層３０は、例えば、アルミニウム、銅、銀、金、鉄、スズ、亜鉛、ニッケル、モリ
ブデン、クロム、タングステン、鉛及びこれらから選択される２種以上の金属を含む合金
からなる群より選択される１種以上を含む層であることができ、導電性の観点から、好ま
しくはアルミニウム、銅、銀及び金からなる群より選択される金属元素を含む層であり、
導電性及びコストの観点から、より好ましくはアルミニウム元素を含む層であり、さらに
好ましくはアルミニウム元素を主成分として含む層である。主成分として含むとは、金属
層３０を構成する金属成分が全金属成分の３０重量％以上、さらには５０重量％以上であ
ることをいう。
【０１２９】
　金属層３０は、例えばＩＴＯ等の金属酸化物層であってもよいが、本発明に係る粘着剤
層付光学フィルム１は、とりわけ金属単体や合金に対する耐腐食性が良好であることから
、金属層３０は、上記の金属元素からなる金属単体及び／又は上記の金属元素の２種以上
を含有する合金を含むことが好ましい。ただし、光学積層体は、このような金属層３０と
ともに、ＩＴＯ等の金属酸化物からなる透明電極層を有していてもよい。
【０１３０】
　金属層３０の形態（例えば厚み等）や調製方法は特に限定されず、金属箔であることが
できるほか、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、インクジェット
印刷法、グラビア印刷法により形成されたものでもよいが、好ましくはスパッタリング法
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、インクジェット印刷法、グラビア印刷法により形成された金属層であり、より好ましく
はスパッタリングにより形成された金属層である。スパッタリングで形成された金属層と
金属箔とでは、前者の方が耐腐食性が悪い傾向にあるが、本発明に係る光学積層体によれ
ば、スパッタリングで形成された金属層に対しても良好な耐金属腐食性を有する。金属層
３０の厚みは、通常３μｍ以下であり、好ましくは１μｍ以下であり、より好ましくは０
．８μｍ以下である。また金属層３０の厚みは、通常０．０１μｍ以上である。さらに、
金属層３０が金属配線層の場合、その金属配線が有する金属配線の線幅は通常１０μｍ以
下であり、好ましくは５μｍ以下であり、さらに好ましくは３μｍ以下である。また金属
配線の線幅は、通常０．０１μｍ以上であり、好ましくは０．１μｍ以上であり、さらに
好ましくは０．５μｍ以上である。かかる薄膜の金属層３０や細線の金属配線からなる金
属層３０に対しても、本発明に係る光学積層体は良好な耐金属腐食性を示す。特に、金属
配線が、例えば厚み３μｍ以下であり線幅１０μｍ以下である場合や、厚み３μｍ以下で
あり線幅１０μｍ以下であり、スパッタリング法により形成された場合であっても、その
腐食、特に孔食を抑えることができる。
【０１３１】
　金属層３０は、例えば、タッチ入力式液晶表示装置が有するタッチ入力素子の金属配線
層（すなわち電極層）であることができる。この場合、金属層３０は、所定の形状にパタ
ーニングされているのが通常である。パターニングされた金属層３０上に粘着剤層２０を
積層する場合、粘着剤２０は金属層３０に接触していない部分を有していてもよい。金属
層３０は、上記金属又は合金を含む連続膜であってもよい。
【０１３２】
　図１に示されるように、例えば金属配線層である金属層３０は通常、基板４０上に形成
され、この場合、本発明に係る光学積層体はこの基板４０を含む。基板４０上への金属層
３０の形成は、例えばスパッタリングにより行うことができる。基板４０は、タッチ入力
素子に含まれる液晶セルを構成する透明基板であることができる。基板４０は、好ましく
はガラス基板である。ガラス基板の材料としては、例えば、ソーダライムガラス、低アル
カリガラス、無アルカリガラス等が挙げられる。金属層３０は、基板４０の全面に形成さ
れていてもよいし、その一部に形成されていてもよい。基板４０上にパターニングされた
金属層３０が形成される場合など、基板４０の表面の一部に金属層３０が形成される場合
には、粘着剤層２０の一部は、例えばガラスからなる基板４０と直接接触することになる
が、本発明に係る光学積層体における粘着剤層２０は、ガラスとの密着性にも優れている
ため、光学積層体、及びこれを備えた液晶表示装置は、そのような場合における耐久性に
も優れる。
【０１３３】
　また、金属層３０は単層構造であってもよいし、２層又は３層以上の多層構造であって
もよい。多層構造の金属層としては、例えばモリブデン／アルミニウム／モリブデンで示
される３層構造の金属含有層（メタルメッシュ等）が挙げられる。
【０１３４】
　〔４〕光学積層体の構成及び製造方法
　１つの実施形態において本発明に係る光学積層体は、図４及び図５に示されるように、
粘着剤層付光学フィルム１と、その粘着剤層２０側に積層される金属層３０とを含む。図
４及び図５に示される光学積層体５，６において、粘着剤層付光学フィルム１は、その粘
着剤層２０が金属層３０に直接接するように金属層３０上に積層されている。本発明によ
れば、このように粘着剤層２０が金属層３０に直接接するような構成の光学積層体におい
ても、金属層３０の腐食を効果的に抑制することができる。
【０１３５】
　図６は、本発明に係る光学積層体の層構成の他の一例を示す概略断面図である。他の実
施形態において本発明に係る光学積層体は、図６に示される光学積層体７のように、粘着
剤層付光学フィルム１の粘着剤層２０が樹脂層５０を介して金属層３０に積層されている
。粘着剤層２０は、樹脂層５０に直接接している。かかる光学積層体７においても、金属
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層３０の腐食を効果的に抑制することができる。粘着剤層２０と金属層３０との間に配置
される樹脂層５０は、例えば、硬化性樹脂の硬化物層であってもよい。樹脂層５０を形成
し得る硬化性樹脂としては公知のものを用いることができ、例えば特開２００９－２１７
０３７号公報に記載のものが挙げられる。
【０１３６】
　上述のように金属層３０は、金属配線層であってもよい。金属層３０が金属配線層であ
る場合の一例を図７に示す。図７に示される光学積層体において樹脂層５０は省略されて
もよい。
【０１３７】
　光学積層体は、例えば、基板４０上に形成される金属層３０の上に、光学フィルム１０
と、その少なくとも一方の面上に積層される粘着剤層２０とを含む粘着剤層付光学フィル
ム１をその粘着剤層２０を介して貼合することによって作製できる。
【０１３８】
　上述のように粘着剤層付光学フィルム１は、光学フィルム１０とその少なくとも一方の
面に積層される粘着剤層２０とを含む（図１）。光学フィルム１０の両面に粘着剤層２０
が積層されていてもよい。通常、粘着剤層２０は光学フィルム１０の表面に直接積層され
る。粘着剤層２０を光学フィルム１０の表面に設ける際には、光学フィルム１０の貼合面
及び／又は粘着剤層２０の貼合面にプライマー層の形成や、表面活性化処理、例えばプラ
ズマ処理、コロナ処理等を施すことが好ましく、コロナ処理を施すことがより好ましい。
【０１３９】
　光学フィルム１０が図２に示されるような片面保護偏光板である場合、粘着剤層２０は
通常、偏光子面、すなわち、偏光子２における第１樹脂フィルム３とは反対側の面に、好
ましくは直接、積層される。光学フィルム１０が図３に示されるような両面保護偏光板で
ある場合、粘着剤層２０は、第１，第２樹脂フィルム３，４のいずれかの外面に積層して
もよく、両方の外面に積層してもよい。
【０１４０】
　光学フィルム１０と粘着剤層２０の間には別途帯電防止層を設けてもよいが、本発明の
粘着剤層２０は粘着剤層単独で優れた帯電防止性を付与することができるため、光学積層
体の薄膜化や積層体作製工程の簡略化の点で、光学フィルム１０と粘着剤層２０の間に帯
電防止層を有さないことが好ましい。
【０１４１】
　粘着剤層付光学フィルム１は、粘着剤層２０の外面に積層されるセパレートフィルム（
剥離フィルム）を含んでいてもよい。このセパレートフィルムは通常、粘着剤層２０の使
用時（例えば金属層３０上への積層時）に剥離除去される。セパレートフィルムは、例え
ば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポ
リアレート等の各種樹脂からなるフィルムの粘着剤層２０が形成される面に、シリコーン
処理等の離型処理が施されたものであることができる。
【０１４２】
　粘着剤層付光学フィルム１は、上記粘着剤組成物を構成する各成分を溶剤に溶解又は分
散して溶剤含有の粘着剤組成物とし、次いで、これを光学フィルム１０の表面に塗布・乾
燥して粘着剤層２０を形成することによって得ることができる。また粘着剤層付光学フィ
ルム１は、セパレートフィルムの離型処理面に上と同様にして粘着剤層２０を形成し、こ
の粘着剤層２０を光学フィルム１０の表面に積層（転写）することによっても得ることが
できる。
【０１４３】
　金属層３０（又は上記樹脂層）上に粘着剤層付光学フィルム１をその粘着剤層２０を介
して貼合することにより光学積層体を得ることができる。粘着剤層付光学フィルム１と金
属層３０とを貼着して光学積層体を作製した後、何らかの不具合があった場合には、粘着
剤層付光学フィルム１を金属層３０から剥離し、別の粘着剤層付光学フィルム１を金属層
３０に貼り直す、いわゆるリワーク作業が必要となることがある。本発明に係る光学積層
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体は、粘着剤層付光学フィルム１を金属層３０から剥離した後の金属層３０の表面に曇り
や糊残りなどが発生しにくく、リワーク性に優れている。本発明に係る光学積層体によれ
ば、粘着剤層２０を貼合する表面が金属層３０ではなくガラス基板やＩＴＯ層であるとき
にも良好なリワーク性を示すことができる。
【０１４４】
　＜液晶表示装置＞
　本発明に係る液晶表示装置は、上記本発明に係る光学積層体を含むものである。本発明
に係る液晶表示装置は、金属層３０の腐食を抑制することができ、また、良好な耐久性を
示す。
【０１４５】
　本発明に係る液晶表示装置は、好ましくはタッチパネル機能を有するタッチ入力式液晶
表示装置である。タッチ入力式液晶表示装置は、液晶セルを含むタッチ入力素子と、バッ
クライトとを備える。タッチパネルの構成は、アウトセル型、オンセル型、インセル型等
、従来公知のいかなる方式であってもよく、またタッチパネルの動作方式は抵抗膜方式、
静電容量方式（表面型静電容量方式、投影型静電容量方式）等、従来公知のいかなる方式
であってもよい。本発明に係る光学積層体は、タッチ入力素子（液晶セル）の視認側に配
置されてもよいし、バックライト側に配置されてもよいし、両方に配置されてもよい。液
晶セルの駆動方式は、ＴＮ方式、ＶＡ方式、ＩＰＳ方式、マルチドメイン方式、ＯＣＢ方
式等、従来公知のいかなる方式であってもよい。本発明に係る液晶表示装置において、光
学積層体が有する基板４０は、上記液晶セルに含まれる基板（典型的にはガラス基板）で
あることができる。
【実施例】
【０１４６】
　以下、実施例及び比較例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれら
の例によって限定されるものではない。以下、使用量、含有量を表す部及び％は、特に断
りのない限り重量基準である。
【０１４７】
　＜製造例１：粘着剤層用（メタ）アクリル系樹脂（Ａ－１）の製造＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応容器に、表１に示す組成（表１の
数値は重量部である。）の単量体を酢酸エチル８１．８部と混合して得られた溶液を仕込
んだ。反応容器内の空気を窒素ガスで置換した後、内温を６０℃にした。その後、アゾビ
スイソブチロニトリル０．１２部を酢酸エチル１０部に溶解させた溶液を添加した。１時
間同温度で保持した後、内温を５４～５６℃に保ちながら、添加速度１７．３部／Ｈｒで
酢酸エチルを、重合体の濃度がほぼ３５％となるように反応容器内へ連続的に加えた。酢
酸エチルの添加開始から１２時間経過するまで内温を５４～５６℃に保持した後、酢酸エ
チルを加えて重合体の濃度が２０％となるように調整して、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ
－１）の酢酸エチル溶液を得た。（メタ）アクリル系樹脂（Ａ－１）の重量平均分子量Ｍ
ｗは１３９万、重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎとの比Ｍｗ／Ｍｎは５．３２であ
った。ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）の排出曲線において、Ｍｗ１
３９万の成分は単一のピークを示し、Ｍｗ１０００～２５０万の範囲において他のピーク
は認められなかった。
【０１４８】
　＜製造例２：粘着剤層用（メタ）アクリル系樹脂（Ａ－２）の製造＞
　単量体の組成を、表１に示すとおりとしたこと以外は、製造例１と同様にして、（メタ
）アクリル系樹脂（Ａ－２）の酢酸エチル溶液を得た（樹脂濃度：２０％）。（メタ）ア
クリル系樹脂（Ａ－２）の重量平均分子量Ｍｗは１４１万、Ｍｗ／Ｍｎは４．７１であっ
た。ＧＰＣの排出曲線において、Ｍｗ１４１万の成分は単一のピークを示し、Ｍｗ１００
０～２５０万の範囲において他のピークは認められなかった。
【０１４９】
　上の製造例において、重量平均分子量Ｍｗ及び数平均分子量Ｍｎは、ＧＰＣ装置にカラ
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ムとして、東ソー（株）製の「ＴＳＫｇｅｌ　ＸＬ」を４本、及び昭和電工（株）製の「
Ｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０２」を１本の計５本を直列につないで配置し、溶離液
としてテトラヒドロフランを用い、試料濃度５ｍｇ／ｍＬ、試料導入量１００μＬ、温度
４０℃、流速１ｍＬ／分の条件で、標準ポリスチレン換算により測定した。ＧＰＣの排出
曲線を得る際の条件もこれと同じとした。
【０１５０】
　ガラス転移温度Ｔｇは、エスアイアイ・ナノテクノロジー株式会社製の示差走査熱量計
（ＤＳＣ）「ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００」を用い、窒素雰囲気下、測定温度範囲－８
０～５０℃、昇温速度１０℃／分の条件で測定した。
【０１５１】
　各製造例における単量体の組成（表１の数値は重量部である。）、及びＧＰＣの排出曲
線上のＭｗ１０００～２５０万の範囲におけるピーク数（表１において「ＧＰＣピーク数
」と表記）を表１にまとめた。
【０１５２】

【表１】

【０１５３】
　表１の「単量体組成」の欄にある略称は、次のモノマーを意味する。
　ＢＡ：ブチルアクリレート（ホモポリマーのガラス転移温度：－５４℃）、
　ＭＡ：メチルアクリレート（ホモポリマーのガラス転移温度：１０℃）、
　ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート。
【０１５４】
　＜実施例１～３、比較例１＞
　（１）粘着剤組成物の調製
　上記製造例で得られた（メタ）アクリル系樹脂の酢酸エチル溶液（樹脂濃度：２０％）
に、該溶液の固形分１００部に対して、表２に示すイソシアネート系架橋剤（Ｂ）、シラ
ン化合物（Ｃ）、及びイオン性化合物（Ｄ）をそれぞれ表２に示す量（重量部）混合し、
さらに固形分濃度が１４％となるように酢酸エチルを添加して粘着剤組成物を得た。表２
に示す各配合成分の配合量は、使用した商品が溶剤等を含む場合は、そこに含まれる有効
成分としての重量部数である。
【０１５５】
【表２】

【０１５６】
　表２において略称で示される各配合成分の詳細は次のとおりである。
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　（イソシアネート系架橋剤）
　Ｂ－１：キシリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢酸エチ
ル溶液（固形分濃度７５％）、三井化学（株）から入手した商品名「タケネート　Ｄ－１
１０Ｎ」。
【０１５７】
　（シラン化合物）
　Ｃ－１：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、信越化学工業（株）から入手
した商品名「ＫＢＭ４０３」。
【０１５８】
　（イオン性化合物）
　Ｄ－１：カリウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　Ｄ－２：リチウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　Ｄ－３：Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート。
【０１５９】
　（２）粘着剤層の作製
　上記（１）で調製した各粘着剤組成物を、離型処理が施されたポリエチレンテレフタレ
ートフィルムからなるセパレートフィルム〔リンテック（株）から入手した商品名「ＰＬ
Ｒ－３８２０５１」〕の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚みが２０μｍ
となるように塗布し、１００℃で１分間乾燥して粘着剤層（粘着剤シート）を作製した。
【０１６０】
　（３）粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）の作製
　平均重合度約２４００、ケン化度９９．９モル％、厚み６０μｍのポリビニルアルコー
ルフィルム〔（株）クラレ製の商品名「クラレビニロン　ＶＦ－ＰＥ♯６０００」〕を、
３７℃の純水に浸漬した後、ヨウ素とヨウ化カリウムとを含む水溶液（ヨウ素／ヨウ化カ
リウム／水（重量比）＝０．０４／１．５／１００）に３０℃で浸漬した。その後、ヨウ
化カリウムとホウ酸とを含む水溶液（ヨウ化カリウム／ホウ酸／水（重量比）＝１２／３
．６／１００）に５６．５℃で浸漬した。フィルムを１０℃の純水で洗浄した後、８５℃
で乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された厚み約２３μｍの偏光子を
得た。延伸は、主に、ヨウ素染色及びホウ酸処理の工程で行い、トータルの延伸倍率は５
．３倍であった。
【０１６１】
　得られた偏光子の片面に、厚み２５μｍのトリアセチルセルロースフィルムからなる透
明保護フィルム〔コニカミノルタオプト（株）製の商品名「ＫＣ２ＵＡ」〕を、ポリビニ
ルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を介して貼合した。次に上記偏光子における
トリアセチルセルロースフィルムとは反対側の面に、厚み２３μｍの環状ポリオレフィン
系樹脂からなるゼロ位相差フィルム〔日本ゼオン（株）製の商品名「ＺＥＯＮＯＲ」〕を
、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を介して貼り合わせ偏光板を作製
した。次いで、ゼロ位相差フィルムにおける偏光子が接する面とは反対側の面に、密着性
向上のためのコロナ放電処理を施した後、上記（２）で作製した粘着剤層のセパレートフ
ィルムとは反対側の面（粘着剤層面）をラミネーターにより貼り合わせた後、温度２３℃
、相対湿度６５％の条件で７日間養生し、粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を得た。
【０１６２】
　（４）粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－２）の作製
　平均重合度約２４００、ケン化度９９．９モル％、厚み３０μｍのポリビニルアルコー
ルフィルム〔（株）クラレ製の商品名「クラレビニロン　ＶＦ－ＰＥ♯３０００」〕を、
３７℃の純水に浸漬した後、ヨウ素とヨウ化カリウムとを含む水溶液（ヨウ素／ヨウ化カ
リウム／水（重量比）＝０．０４／１．５／１００）に３０℃で浸漬した。その後、ヨウ
化カリウムとホウ酸とを含む水溶液（ヨウ化カリウム／ホウ酸／水（重量比）＝１２／３
．６／１００）に５６．５℃で浸漬した。フィルムを１０℃の純水で洗浄した後、８５℃
で乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された厚み約１２μｍの偏光子を
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得た。延伸は、主に、ヨウ素染色及びホウ酸処理の工程で行い、トータルの延伸倍率は５
．３倍であった。
【０１６３】
　得られた偏光子の片面に、厚み２５μｍのトリアセチルセルロースフィルムからなる透
明保護フィルム〔コニカミノルタオプト（株）製の商品名「ＫＣ２ＵＡ」〕を、ポリビニ
ルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を介して貼り合わせて偏光板を作製した。次
いで、偏光子の保護フィルムの貼合された面とは反対の面に、上記（２）で作製した粘着
剤層のセパレートフィルムとは反対側の面（粘着剤層面）をラミネーターにより貼り合わ
せた後、温度２３℃、相対湿度６５％の条件で７日間養生し、粘着剤層付光学フィルム（
Ｐ－２）を得た。
【０１６４】
　（５）粘着剤層付光学フィルムの耐金属腐食性評価
　上記（３）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を、２０ｍｍ×５０ｍｍの大
きさの試験片に裁断し、金属層付ガラス基板の金属層側に粘着剤層を介して貼着した。金
属層付ガラス基板には、無アルカリガラス表面にスパッタリングによって厚み約５００ｎ
ｍの金属アルミニウム層を積層させたガラス基板（ジオマテック社製）を使用した。得ら
れた光学積層体を、温度６０℃、相対湿度９０％のオーブン中で５００時間保管した後、
粘着剤層付光学フィルムが貼着された部分の金属層の状態をガラス基板の背面から光を当
てて偏光板表面から拡大鏡（ルーペ）を通して観察し、孔食（直径０．１ｍｍ以上であり
、光を透過することが可能な孔の発生）について、以下の基準で評価した。結果を表３に
示す。
【０１６５】
　４：金属層表面に発生した孔食の数が２個以下である、
　３：金属層表面に発生した孔食の数が３個～５個である、
　２：金属層表面に発生した孔食の数が６個以上である、
　１：金属層表面の全面に多数の孔食が発生し、かつ白濁も発生している。
【０１６６】
　（６）粘着剤層付光学フィルムの耐久性評価
　上記（３）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を、偏光板の延伸軸方向が長
辺となるように２００ｍｍ×１５０ｍｍの大きさに裁断してセパレートフィルムを剥離し
、露出した粘着剤層面をガラス基板に貼合した。得られたガラス基板が貼り付けられた試
験片（ガラス基板が貼り付けられた粘着剤層付光学フィルム）を、オートクレーブ中、温
度５０℃、圧力５ｋｇ／ｃｍ2（４９０．３ｋＰａ）で、２０分間加圧した。ガラス基板
には、コーニング社製の無アルカリガラス　商品名「Ｅａｇｌｅ　ＸＧ」を使用した。得
られた光学積層体について、次の３種の耐久性試験を実施した。
【０１６７】
　〔耐久性試験〕
　・温度８５℃の乾燥条件下で７５０時間保持する耐熱試験、
　・温度６０℃、相対湿度９０％の環境下で７５０時間保持する耐湿熱試験、
　・温度８５℃の乾燥条件下で３０分保持し、次いで温度－４０℃の乾燥条件下で３０分
保持する操作を１サイクルとし、これを４００サイクル繰り返す耐ヒートショック（ＨＳ
）試験。
【０１６８】
　各試験後の光学積層体を目視観察し、粘着剤層の浮き、剥れ、発泡等の外観変化の有無
を目視で観察し、下記の評価基準に従って耐久性を評価した。結果を表３に示す。
【０１６９】
　４：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が全くみられない、
　３：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がほとんどみられない、
　２：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がやや目立つ、
　１：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が顕著に認められる。
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【０１７０】
　（７）粘着剤層付光学フィルムのリワーク性評価
　上記（３）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を、２５ｍｍ×１５０ｍｍの
大きさの試験片に裁断した。試験片からセパレーターを剥がし、その粘着剤面をガラス基
板に貼り付けた。得られたガラス基板が貼り付けられた試験片（ガラス基板が貼り付けら
れた粘着剤層付光学フィルム）を、オートクレーブ中、温度５０℃、圧力５ｋｇ／ｃｍ2

（４９０．３ｋＰａ）で、２０分間加圧した。次に、５０℃のオーブン中で４８時間保管
し、さらに、温度２３℃、相対湿度５０％の雰囲気中で、試験片から光学フィルムを粘着
剤層とともに３００ｍｍ／分の速度で１８０°方向に剥離した。剥離後のガラス基板表面
の状態を観察し、以下の基準で評価した。結果を表３に示す。
【０１７１】
　４：ガラス基板の表面に曇り等が全く認められない、
　３：ガラス基板の表面に曇り等がほとんど認められない、
　２：ガラス基板の表面に曇り等が認められる、
　１：ガラス基板の表面に粘着剤層の残りが認められる。
【０１７２】
　（８）粘着剤層付光学フィルムの色抜け性評価
　上記（４）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－２）を３０ｍｍ×３０ｍｍの大き
さに裁断してセパレートフィルムを剥離し、露出した粘着剤層面をガラス基板に貼合した
。ガラス基板には、コーニング社製の無アルカリガラス　商品名「Ｅａｇｌｅ　ＸＧ」を
使用した。得られた光学積層体について、積分球付き分光光度計〔日本分光（株）製の製
品名「Ｖ７１００」〕を用いて波長３８０～７８０ｎｍの範囲におけるＭＤ透過率とＴＤ
透過率を測定し、各波長における単体透過率、偏光度を算出、さらにＪＩＳ　Ｚ　８７０
１：１９９９「色の表示方法－ＸＹＺ表色系及びＸ10Ｙ10Ｚ10表色系」の２度視野（Ｃ光
源）により視感度補正を行い、耐久試験前の視感度補正単体透過率（Ｔｙ）及び視感度補
正偏光度（Ｐｙ）を求めた。なお、光学積層体は、偏光板のトリアセチルセルロースフィ
ルム側をディテクター側とし、ガラス基板側から光が入光するように積分球付き分光光度
計にセットした。
【０１７３】
　単体透過率及び偏光度は、それぞれ下記式：
　単体透過率（λ）＝０．５×（Ｔｐ（λ）＋Ｔｃ（λ））
　偏光度（λ）＝１００×（Ｔｐ（λ）－Ｔｃ（λ））／（Ｔｐ（λ）＋Ｔｃ（λ））
で定義される。Ｔｐ（λ）は、入射する波長λ（ｎｍ）の直線偏光とパラレルニコルの関
係で測定した光学積層体の透過率（％）であり、Ｔｃ（λ）は、入射する波長λ（ｎｍ）
の直線偏光とクロスニコルの関係で測定した光学積層体の透過率（％）である。
【０１７４】
　次いで、この光学積層体を温度８０℃、相対湿度９０％の湿熱環境下に２４時間置き、
さらに温度２３℃、相対湿度６０％の環境下に２４時間置いた後、耐久試験前と同様の方
法によって耐久試験後のＴｙ及びＰｙを求めた。その後、試験後のＰｙ及びＴｙから、試
験前のＰｙ及びＴｙをそれぞれ差し引いて耐久試験前後の変化量を算出し、偏光度変化量
（ΔＰｙ）及び単体透過率変化量（ΔＴｙ）を求めた。ΔＰｙを表３に示す。
【０１７５】
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【表３】

【０１７６】
　＜製造例１：粘着剤層用（メタ）アクリル系樹脂（Ａ－１）の製造＞
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応容器に、表４に示す組成（表４の
数値は重量部である。）の単量体を酢酸エチル８１．８部と混合して得られた溶液を仕込
んだ。反応容器内の空気を窒素ガスで置換した後、内温を６０℃にした。その後、アゾビ
スイソブチロニトリル０．１２部を酢酸エチル１０部に溶解させた溶液を添加した。１時
間同温度で保持した後、内温を５４～５６℃に保ちながら、添加速度１７．３部／Ｈｒで
酢酸エチルを、重合体の濃度がほぼ３５％となるように反応容器内へ連続的に加えた。酢
酸エチルの添加開始から１２時間経過するまで内温を５４～５６℃に保持した後、酢酸エ
チルを加えて重合体の濃度が２０％となるように調整して、（メタ）アクリル系樹脂（Ａ
－１）の酢酸エチル溶液を得た。（メタ）アクリル系樹脂（Ａ－１）の重量平均分子量Ｍ
ｗは１３９万、重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎとの比Ｍｗ／Ｍｎは５．３２であ
った。ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）の排出曲線において、Ｍｗ１
３９万の成分は単一のピークを示し、Ｍｗ１０００～２５０万の範囲において他のピーク
は認められなかった。
【０１７７】
　上の製造例において、重量平均分子量Ｍｗ及び数平均分子量Ｍｎは、ＧＰＣ装置にカラ
ムとして、東ソー（株）製の「ＴＳＫｇｅｌ　ＸＬ」を４本、及び昭和電工（株）製の「
Ｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＫＦ－８０２」を１本の計５本を直列につないで配置し、溶離液
としてテトラヒドロフランを用い、試料濃度５ｍｇ／ｍＬ、試料導入量１００μＬ、温度
４０℃、流速１ｍＬ／分の条件で、標準ポリスチレン換算により測定した。ＧＰＣの排出
曲線を得る際の条件もこれと同じとした。
【０１７８】
　ガラス転移温度Ｔｇは、エスアイアイ・ナノテクノロジー株式会社製の示差走査熱量計
（ＤＳＣ）「ＥＸＳＴＡＲ　ＤＳＣ６０００」を用い、窒素雰囲気下、測定温度範囲－８
０～５０℃、昇温速度１０℃／分の条件で測定した。
【０１７９】
　各製造例における単量体の組成（表４の数値は重量部である。）、及びＧＰＣの排出曲
線上のＭｗ１０００～２５０万の範囲におけるピーク数（表４において「ＧＰＣピーク数
」と表記）を表４にまとめた。
【０１８０】
【表４】

【０１８１】



(33) JP 6170202 B2 2017.7.26

10

20

30

40

50

　表４の「単量体組成」の欄にある略称は、次のモノマーを意味する。
　ＢＡ：ブチルアクリレート（ホモポリマーのガラス転移温度：－５４℃）、
　ＭＡ：メチルアクリレート（ホモポリマーのガラス転移温度：１０℃）、
　ＨＥＡ：２－ヒドロキシエチルアクリレート。
【０１８２】
　＜実施例４～５、比較例２～３＞
　（１）粘着剤組成物の調製
　上記製造例で得られた（メタ）アクリル系樹脂の酢酸エチル溶液（樹脂濃度：２０％）
に、該溶液の固形分１００部に対して、表５に示すイソシアネート系架橋剤（Ｂ）、シラ
ン化合物（Ｃ）、及びイオン性化合物（Ｄ）をそれぞれ表５に示す量（重量部）混合し、
さらに固形分濃度が１４％となるように酢酸エチルを添加して粘着剤組成物を得た。表５
に示す各配合成分の配合量は、使用した商品が溶剤等を含む場合は、そこに含まれる有効
成分としての重量部数である。
【０１８３】

【表５】

【０１８４】
　表５において略称で示される各配合成分の詳細は次のとおりである。
　（イソシアネート系架橋剤）
　Ｂ－１：キシリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢酸エチ
ル溶液（固形分濃度７５％）、三井化学（株）から入手した商品名「タケネート　Ｄ－１
１０Ｎ」。
【０１８５】
　（シラン化合物）
　Ｃ－１：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、信越化学工業（株）から入手
した商品名「ＫＢＭ４０３」。
【０１８６】
　（イオン性化合物）
　Ｄ－１：カリウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　Ｄ－２：リチウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　Ｄ－３：Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　Ｄ－４：ヨウ化リチウム。
【０１８７】
　（２）粘着剤層の作製
　上記（１）で調製した各粘着剤組成物を、離型処理が施されたポリエチレンテレフタレ
ートフィルムからなるセパレートフィルム〔リンテック（株）から入手した商品名「ＰＬ
Ｒ－３８２０５１」〕の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚みが２０μｍ
となるように塗布し、１００℃で１分間乾燥して粘着剤層（粘着剤シート）を作製した。
【０１８８】
　（３）粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）の作製
　平均重合度約２４００、ケン化度９９．９モル％、厚み６０μｍのポリビニルアルコー
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３７℃の純水に浸漬した後、ヨウ素とヨウ化カリウムとを含む水溶液（ヨウ素／ヨウ化カ
リウム／水（重量比）＝０．０４／１．５／１００）に３０℃で浸漬した。その後、ヨウ
化カリウムとホウ酸とを含む水溶液（ヨウ化カリウム／ホウ酸／水（重量比）＝１２／３
．６／１００）に５６．５℃で浸漬した。フィルムを１０℃の純水で洗浄した後、８５℃
で乾燥して、ポリビニルアルコールにヨウ素が吸着配向された厚み約２３μｍの偏光子を
得た。延伸は、主に、ヨウ素染色及びホウ酸処理の工程で行い、トータルの延伸倍率は５
．３倍であった。
【０１８９】
　得られた偏光子の片面に、厚み２５μｍのトリアセチルセルロースフィルムからなる透
明保護フィルム〔コニカミノルタオプト（株）製の商品名「ＫＣ２ＵＡ」〕を、ポリビニ
ルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を介して貼合した。次に上記偏光子における
トリアセチルセルロースフィルムとは反対側の面に、厚み２３μｍの環状ポリオレフィン
系樹脂からなるゼロ位相差フィルム〔日本ゼオン（株）製の商品名「ＺＥＯＮＯＲ」〕を
、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液からなる接着剤を介して貼り合わせ偏光板を作製
した。次いで、ゼロ位相差フィルムにおける偏光子が接する面とは反対側の面に、密着性
向上のためのコロナ放電処理を施した後、上記（２）で作製した粘着剤層のセパレートフ
ィルムとは反対側の面（粘着剤層面）をラミネーターにより貼り合わせた後、温度２３℃
、相対湿度６５％の条件で７日間養生し、粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を得た。
【０１９０】
　（４）粘着剤層付光学フィルムの耐金属腐食性評価
　＜比較例２＞
　上記（３）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を、２０ｍｍ×５０ｍｍの大
きさの試験片に裁断し、金属層付ガラス基板の金属層側に粘着剤層を介して貼着した。金
属層付ガラス基板には、無アルカリガラス表面にスパッタリングによって厚み約５００ｎ
ｍの金属アルミニウム層を積層させたガラス基板（ジオマテック社製）を使用した。得ら
れた光学積層体を、温度６０℃、相対湿度９０％のオーブン中で５００時間保管した後、
粘着剤層付光学フィルムが貼着された部分の金属層の状態をガラス基板の背面から光を当
てて偏光板表面から拡大鏡を通して観察し、孔食（直径０．１ｍｍ以上であり、光を透過
することが可能な孔の発生）について、以下の基準で評価した。結果を表６に示す。
【０１９１】
　＜実施例４～５、比較例３＞
　上記（３）で作製した粘着剤層付光学フィルム（Ｐ－１）を、２０ｍｍ×５０ｍｍの大
きさの試験片に裁断し、金属層付ガラス基板の金属層側に粘着剤層を介して貼着した。金
属層付ガラス基板には、無アルカリガラス表面にスパッタリングによって厚み約５００ｎ
ｍの銀合金（銀を主成分とし、パラジウム及び銅を含む合金、ＡＰＣ）層を積層させたガ
ラス基板（ジオマテック社製）を使用した。得られた光学積層体を、温度６０℃、相対湿
度９０％のオーブン中で５００時間保管した後、粘着剤層付光学フィルムが貼着された部
分の金属層の状態をガラス基板の背面から光を当てて偏光板表面から拡大鏡を通して観察
し、孔食（直径０．１ｍｍ以上であり、光を透過することが可能な孔の発生）について、
以下の基準で評価した。結果を表６に示す。
【０１９２】
　４：金属層表面に発生した孔食の数が２個以下である、
　３：金属層表面に発生した孔食の数が３個～５個である、
　２：金属層表面に発生した孔食の数が６個以上である、
　１：金属層表面の全面に多数の孔食が発生し、かつ白濁も発生している。
【０１９３】
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【表６】

【符号の説明】
【０１９４】
　１　粘着剤層付光学フィルム、２　偏光子、３　第１樹脂フィルム、４　第２樹脂フィ
ルム、５，６，７　光学積層体、１０　光学フィルム、１０ａ，１０ｂ　偏光板、２０　
粘着剤層、３０　金属層、４０　基板、５０　樹脂層。
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